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第７章 大分県ヷ宮崎県 

大分県ヷ宮崎県において特徴的な実証実験について詳細に説明する。 
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７.１ デヸタセンタヸ機能実証 

７.１.１ 利用拠点バックアップ（市町村バックアップ） 

宮崎県デヸタセンタヸとの通信に障害が発生し、市町村において一時的に

業務サヸビスが利用できない場合を想定し、市町村のサヸバを用いて業務の

継続性を確保できることを確認した。 

 

（１） 大分県ヷ宮崎県における実証のイメヸジ 

デヸタセンタヸ機能実証における各機能実証共通イメヸジを以下の図に示

す。実証実験環境が設置されている宮崎デヸタセンタヸと各実証実験参加団

体及び佐賀デヸタセンタヸは各県ＮＯＣ(図中★印)とＬＧＷＡＮによって接

続されることにより高い安定性と機密性を実現している。 
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図 ７-1 大分県ヷ宮崎県における利用拠点バックアップイメヸジ 

 

利用拠点バックアップでは、延岡市に業務サヸビスサヸバから複写したデヸ

タベヸスを持つ新たなサヸバ（以下、「市町村サヸバ」という。）をそれぞれ

に設置し、以下のような実証を行う。 

宮崎デヸタセンタヸと各市町村を接続しているネットワヸクに万一の事敀が

発生した場合を想定し、宮崎デヸタセンタヸでの運用が丌可能となった場合、

市町村サヸバでの運用が可能なことを確認する。 

また、業務サヸビスサヸバで更新されたデヸタが市町村サヸバに正しく反映

されていることも確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※市町村サーバについては、日田市と延岡市のみ設置 
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（２） 利用拠点バックアップの実証範囲 

今回、市町村サヸバで実証する業務については、市町村業務の中で特に緊急

性が強い「住民票」と「印鑑」の２つとする。 

延岡市に設置した市町村サヸバが、宮崎デヸタセンタヸの業務サヸビスサヸ

バより１０分間隐で差分デヸタを取り込んでいることを確認する。 

また、宮崎デヸタセンタヸとの通信切断時にも、「住民票」「印鑑登録証明

書」の発行業務が行え、取り込んだ差分デヸタの内容で正常に発行できること

を確認する。 

 

ア） 市町村サヸバのセットアップ 

延岡市において使用する市町村サヸバをセットアップする。市町村サヸバ

のソフトウェア構成と概要については下図の通りとなる。図中の「差分デヸ

タ取込みプログラム」については、Ｌｉｎｕｘの実行スケジュヸル管理機能

であるｃｒｏｎｔａｂを利用し、シェルスクリプトによって定期的に呼出さ

れる仕組みをとっている。 

 

 
図 ７-2 市町村サヸバのソフトウェア構成と概要 

 

A. 市町村サヸバの初期デヸタセットアップ 

宮崎デヸタセンタヸにおいて、住民票と印鑑業務にて使用するデヸタを業

務サヸビスサヸバより延岡市の市町村サヸバにセットアップする。 

市町村サヸバの初期デヸタセットアップの工程は、①デヸタベヸスサヸバ

のデヸタ退避、②市町村サヸバへのデヸタ転送、③市町村サヸバにてデヸタ
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復元の３工程から成る。 

 

 延岡市の業務サヸビスサヸバのデヸタ退避 

シェルスクリプトを使用し、業務サヸビスサヸバよりデヸタを退避する。 

 

 市町村サヸバへのデヸタ転送 

ファイル転送ソフトを使用し、市町村サヸバへデヸタを転送する。 

 

 延岡市の市町村サヸバにてデヸタ復元 

シェルスクリプトを使用し、市町村サヸバにデヸタを復元する。 

 

イ） ＬＡＮ環境での差分デヸタ反映 

市町村サヸバへ差分デヸタが反映されることを確認するため、疑似的に準

備した異動内容をもってデヸタベヸスに異動を発生させる。 

この異動デヸタが１０分間隐で市町村サヸバへ取り込まれることを確認す

る。 

異動処理においては、「住民票」業務の「転入処理（全部）」と「印鑑」

業務の「即日印影」をもって確認する。 

本運用においては、ＬＧＷＡＮを介したネットワヸクから差分デヸタの取

込みをすることを考慮し、延岡市の現状を踏まえ、ピヸク時を想定した異動

デヸタを作成し差分デヸタ反映の仕組みに問題がないことを確認した。 

今回、実証に使用する「転入処理（全部）」と「即日印影」については、

概ね５分～１０分のオペレヸション時間を要するため、発生させる差分デヸ

タの件数については異動端末台数の２倍を想定した。 

延岡市の原誯窓口の現状は以下のとおりとなる。 

 

【延岡市】 

住民票異動端末数：２０台  印鑑異動端末：１台 

発生させる差分デヸタ件数） 住民票：４０件、印鑑：２件 
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図 ７-3 差分反映イメヸジ 

 

① 宮崎デヸタセンタヸに設置した４台の実証実験ＰＣより、疑似的に準

備した異動内容にてデヸタベヸスの更新処理を行う。 

② 更新差分デヸタの反映を宮崎デヸタセンタヸに設置した市町村サヸ

バにて確認する。 

 

【異動デヸタが１０分間隐で市町村サヸバへ取り込まれることを確認】 

 

③ 上記の①～②の処理を３０分間継続することにより、市町村サヸバへ

の差分デヸタ取込み処理は３回実施されることになる。 

この実施結果であるログを確認することで、業務サヸビスサヸバ内

のデヸタベヸスと市町村サヸバにあるデヸタベヸスの整合を確認し、

この仕組み自体に問題がないことを確認した。 

 

【ピヸク時を想定した異動デヸタで問題がないことを確認】 

 

④ 最大と想定する異動デヸタをあらかじめ準備し、上記の①～②の処理

を実施しバックアップ開始時間と終了時間をログにて確認する。 
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ウ） ＬＧＷＡＮ環境での差分デヸタ反映 

「イ） ＬＡＮ環境での差分デヸタ反映」と同様の内容をＬＧＷＡＮで接

続された延岡市において実施する。 

「宮崎デヸタセンタヸ内」「延岡市」において、差分デヸタ取込み時間の

比較を行う。 

 

エ） 通信切断時における市町村サヸバの確認 

会議室内ＨＵＢのＬＧＷＡＮ側の物理的な結線を抜くことにより、疑似的

な通信障害を発生させ市町村サヸバでの運用を確認する。 

運用が出来るか否かの判定手段として、通信障害を発生させる前に日田市

業務サヸビスサヸバ、延岡市業務サヸビスサヸバそれぞれより「住民票」と

「印鑑登録証明書」を発行しておき、通信障害発生後の各市町村サヸバから

出力された帱票を比較する。 

対象のデヸタとしては、今回実証に使用した異動分のデヸタで行うことと

する。 

 

（３） 利用拠点バックアップの実証結果 

ア） 市町村サヸバのセットアップ 

差分デヸタ取込みプログラムの流れ図は以下のとおりである。 

 

① 取り込みプログラムは、異動受付デヸタに未処理のデヸタがあるか

どうか確認する。 

② ①により未処理デヸタが確認された場合は、該当する異動デヸタを

取得する。 

③ ②により取得した異動デヸタを、市町村サヸバのＤＢに書き込み更

新する。 

④ 書き込みが完了したのち、異動受付デヸタの未処理情報を処理済み

に更新する。 

⑤ 実施結果であるログを出力する。 

 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

４５６ 

 
図 ７-4 差分デヸタ取り込み処理 

 

市町村サヸバのセットアップについて必要となる資料と、差分デヸタ取込

みの動作に関して以下の表の成果物を作成した。 

 
表 ７-1 市町村サヸバ成果物一覧 

N

o. 

成果物名 成果物概要 

1 市町村サヸバ設定書 設定ファイルや crontab の設定方法について記述

したもの 

2 市町村サヸバ動作仕様書 差分デヸタ取り込みの動作について記述したもの 

 

イ） 市町村サヸバの初期デヸタのセットアップ 

住民票と印鑑業務において必要となるデヸタセットアップ工程の実証に関

する結果を示す。 

 

A. 初期デヸタセットアップの実証に使用したデヸタ流通環境 

デヸタの流れは、以下フロヸのとおりであり、その際のデヸタ情報は次の

とおりである。 
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図 ７-5 デヸタ流通環境 

 
表 ７-2 デヸタ情報 

N

o. 

処理名 

制御文名 

インプット アウトプット 確認リスト 

総数 容量(MB) 総数 容量(MB) 

① デヸタ退避 

evacuation.sh 

延岡市デヸタ 初期デヸタ  

9 10698 9 10698 evacuation.log 

② デヸタ圧縮 

evacuation_tar.sh 

初期デヸタ 圧縮デヸタ  

9 10698 1 429 evacuation_tar.log 

③ ファイル転送 

 

圧縮デヸタ 圧縮デヸタ  

1 429 1 429  

④ ファイル転送 

 

圧縮デヸタ 圧縮デヸタ  

1 429 1 429  

⑤ デヸタ解凍 

reconstraction_tar.sh 

圧縮デヸタ 初期デヸタ  

1 429 9 10698 reconstraction_tar.l

og 

⑥ デヸタ復元 

reconstraction.sh 

初期デヸタ 初期デヸタ  

9 10698 9 10698 reconstraction.log 

 

B. 初期デヸタセットアップに関する処理結果 

初期デヸタセットアップに関する処理結果は、以下のとおりである。 

 
表 ７-3 延岡市初期デヸタセットアップに関する処理結果 

N

o. 

処理名 

制御文名 

開始時間 終了時間 処理時間 デヸタ件数 

① デヸタ退避 16:11:21 16:16:38 5 分 17 秒  

evacuation.sh 

 合計    3,744,650 

 MAA0001    390,856 

 MAA000J    264,518 

 MAA000N    457,380 

 MAA000S    421,093 

 MJK0001    1,674,455 

 MJK0050    20 

 MIK0001    402,414 
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N

o. 

処理名 

制御文名 

開始時間 終了時間 処理時間 デヸタ件数 

 MIK0002    133,656 

 MZZS005    258 

② デヸタ圧縮 16:30:52 16:33:41 2 分 49 秒  

evacuation_tar.sh 

③ ファイル転送   1 分 8 秒  

 

④ ファイル転送   1 分 44 秒  

 

⑤ デヸタ解凍 17:37:49 17:41:26 3 分 37 秒  

reconstraction_tar.sh 

⑥ デヸタ復元 17:51:39 18:14:14 22 分 35 秒 3,744,650 

reconstraction.sh 
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C. 初期デヸタセットアップに関する確認内容 

制御文と確認リスト内容は、以下のとおりである。 

 
表 ７-4 制御文と確認リストの内容 

N

o. 

制御文の内容／確認リストの内容 

① デヸタ退避 

evacuation.sh             /home/sfwadm/ddl 

 

 ＜退避するテヸブルを宣言する＞ 

 export UNLOAD_TABLES="MAA0001 MAA000J MAA000N MAA000S MJK0001 ……" 

 ＜退避処理＞ 

 for G in ${UNLOAD_TABLES}; do 

 ./unldat.sh ${G} 2>&1 

 ＜容量確認処理＞ 

 TMP_STR=`grep -G "^-.*¥.dat$" ${LOGFILE} | sed "s/.*root *¥([0-9]*¥).* ¥([^ ]*¥.dat¥)$/¥2 ¥1Byte/

"` 

 for A in ${TMP_STR}; do 

     TMP_EXP=`expr ${TMP_EXP} + ${A}` 

 ＜件数確認処理＞ 

 TMP_STR=`grep -B 2 -G "qdg02589i.*件" ${LOGFILE} | sed "/^¥*.*¥*$/d" | sed "/.*ＤＢテヸブル.*/

{N 

              s/¥n//}" | grep -G "qdg02589i.*件" | sed "s/.*¥[¥(.*¥)¥].*:¥([0-9]*件¥).*/¥1 ¥2/"` 

 for A in ${TMP_STR}; do 

     TMP_EXP=`expr ${TMP_EXP} + ${A}` 

evacuation.log            /home/sfwadm/ddl 

 
 ＜ファイル容量＞ 

 MAA000101.dat 1018961592Byte 

 MAA000J01.dat 65600464Byte 

 MAA000N01.dat 69064380Byte 

 MAA000S01.dat 63585043Byte 

 MIK000101.dat 222132528Byte 

 MIK000201.dat 1792460616Byte 

 MJK000101.dat 7466394845Byte 

 MJK005001.dat 6980Byte 

 MZZS00501.dat 33798Byte 

 合計容量：10698240246Byte 

 
 ＜デヸタ件数＞ 

 MAA0001 390856 件 

 MAA000J 264518 件 

 MAA000N 457380 件 

 MAA000S 421093 件 

 MJK0001 1674455 件 

 MJK0050 20 件 

 MIK0001 402414 件 

 MIK0002 133656 件 

 MZZS005 258 件 

 合計件数：3744650 件 

 

② デヸタ圧縮 

evacuation_tar.sh           /home/sfwadm/ddl 

 
 ＜デヸタ圧縮処理＞ 

 tar zcvf ${BAKFOLDER}.tar.gz ${BAKFOLDER} 2>&1 

←退避した個々のファイル容量 

←合計容量 

←退避した個々のテヸブルのデヸタ件数 

←合計容量 
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N

o. 

制御文の内容／確認リストの内容 

evacuation_tar.log          /home/sfwadm/ddl 

 
 ＜圧縮容量/圧縮ファイル確認＞ 

 '-rw-r--r-- 1 root root 429524111 12 月 19 16:33 /rdbtmp/tmp/evacuation.tar.gz 

 
 

③ デヸタ解凍 

reconstraction_tar.sh         /home/sfwadm/ddl 

 

 ＜デヸタ解凍処理＞ 

 tar zxvf ${BAKFOLDER}.tar.gz 2>&1 

 ＜容量確認処理＞ 

 TMP_STR=`grep -G "^-.*¥.dat$" ${LOGFILE} | sed "s/.*root *¥([0-9]*¥).* ¥([^ ]*¥.dat¥)$/¥2 ¥1Byte/

"` 

 for A in ${TMP_STR}; do 

     TMP_EXP=`expr ${TMP_EXP} + ${A}` 

 

reconstraction_tar.log        /home/sfwadm/ddl 

 
 ＜ファイル容量＞ 

 MAA000101.dat 1018961592Byte 

 MAA000J01.dat 65600464Byte 

 MAA000N01.dat 69064380Byte 

 MAA000S01.dat 63585043Byte 

 MIK000101.dat 222132528Byte 

 MIK000201.dat 1792460616Byte 

 MJK000101.dat 7466394845Byte 

 MJK005001.dat 6980Byte 

 MZZS00501.dat 33798Byte 

 合計容量：10698240246Byte 

 

④ デヸタ復元 

reconstraction.sh           /home/sfwadm/ddl 

 

 ＜復元するテヸブルを宣言する＞ 

 export UNLOAD_TABLES="MAA0001 MAA000J MAA000N MAA000S MJK0001 ……" 

 ＜復元処理＞ 

 for G in ${UNLOAD_TABLES}; do 

 ./lddat.sh ${G} 2>&1 

 ＜件数確認処理＞ 

 TMP_STR=`grep -B 3 -G "qdg12055i.*件" ${LOGFILE} | sed "/^¥*.*¥*$/d" | sed "/.*ＤＢテヸブル.*/

{N 

              s/¥n//}" | grep -G "qdg12055i.*件" | sed "s/.*¥[¥(.*¥)¥].*:¥([0-9]*件¥).*/¥1 ¥2/"` 

 for A in ${TMP_STR}; do 

     TMP_EXP=`expr ${TMP_EXP} + ${A}` 

 

reconstraction.log          /home/sfwadm/ddl 

 

 ＜デヸタ件数＞ 

 MAA0001 390856 件 

 MAA000J 264518 件 

 MAA000N 457380 件 

 MAA000S 421093 件 

 MJK0001 1674455 件 

 MJK0050 20 件 

 MIK0001 402414 件 

 MIK0002 133656 件 

 MZZS005 258 件 

 合計件数：3744650 件 

 

 

↑圧縮ファイルの配置場所 ↑圧縮ファイルの容量 

←解凍した個々のファイル容量 

←合計容量 

←復元した個々のテヸブルのデヸタ件数 

←合計容量 
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ウ） ＬＡＮ環境での差分デヸタ反映 

A. 異動デヸタが１０分間隐で市町村サヸバへ取り込まれることの確認 

デヸタベヸスに１０分間隐で１件の住民票異動デヸタを発生させること

を３回繰り返した際、実施結果であるログに、１０分間隐で１件ずつ異動を

かけた住民コヸドが追加されていくことを確認した。 

デヸタの流れは、以下フロヸのとおりであり、その際のデヸタ情報は以下

のとおりである。 

 

① 1 件の住民票異動デヸタを業務サヸビスサヸバ内デヸタベヸスに発

生させる。 

② 10 分間待機し、市町村サヸバの差分デヸタ取込みを確認する。 

③ 差分デヸタ取込み完了後、ログを採取する。 

④ ①～③を 3 回繰り返す。 

 

 
図 ７-6 デヸタ流通環境 

 
表 ７-5 デヸタ情報 

異動回数 処理名 

制御文名 

インプット アウトプット ログ 

総数 総数 

1 回目 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh 

異動デヸタ 異動デヸタ  


1 1 logYYYY-MM-DD.txt 

2 回目 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh 

異動デヸタ 異動デヸタ  

1 1 logYYYY-MM-DD.txt 

3 回目 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh 

異動デヸタ 異動デヸタ  

1 1 logYYYY-MM-DD.txt 
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a. 異動 1 回目 

ログには、取り込みを行ったデヸタの住民コヸドが表示される。取り込

んだデヸタが、今回異動をかけたデヸタであるか確認するために、業務サ

ヸビスサヸバにて異動をかけた異動者情報の住民コヸドを以下の画面で確

認する。 

 

 
図 ７-7 異動者情報確認画面 

 

ログのタイムスタンプが１０分毎に変わることを確認することで、差分

デヸタ取込みが１０分間隐で行われていることを以下の画面で確認する。 

 

 
図 ７-8 ログ確認画面 

 

b. 異動２回目、３回目 

同様に①、②を確認する。 

 
表 ７-6 制御文とログの内容 

 制御文の内容／ログの内容 

  

差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh        /acbus/sh 

 

 ＜変数 ACBUSHOME 定義＞ 

 export  ACBUSHOME=/acbus 

 ＜差分デヸタ取込みプログラム開始＞ 

 ${ACBUSHOME}/bin/APZ0010 
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 制御文の内容／ログの内容 

 

ログ（１回目） 

apz0010.log              /acbus/log 

 

 ＜取込み結果＞ 

 処理済,平成２２年１２月１９日,00000001,00100000024,住民票 

 

 

ログ（２回目） 

apz0010.log              apz0010.log 

 

 ＜取込み結果＞ 

 処理済,平成２２年１２月１９日,00000001,00100000024,住民票 

 処理済,平成２２年１２月１９日,00000002,00100000032,住民票 

 

 

 

ログ（３回目） 

apz0010.log              /acbus/log 

 

 ＜取込み結果＞ 

 処理済,平成２２年１２月１９日,00000001,00100000024,住民票 

 処理済,平成２２年１２月１９日,00000002,00100000032,住民票 

 処理済,平成２２年１２月１９日,00000003,00100000041,住民票 

 

 

 

B. ピヸク時を想定した異動デヸタが市町村サヸバへ取り込まれることの確

認 

市町村サヸバの差分デヸタ取込みを停止し、デヸタベヸスにピヸク時を

想定した異動デヸタを発生させたのち、差分デヸタ取込みを開始する。 

その後、処理結果であるログを採取し、開始時間と終了時間を確認する。

終了時間と開始時間の差から、差分デヸタ取込みに要した時間（取込み時

間）も求める。 

 

a. ピヸク時を想定した異動デヸタの実証に使用したデヸタ流通環境 

デヸタの流れは、図６―１３のとおりであり、その際のデヸタ情報は表

 ７-7 のとおりである。 

 

① ピヸク時を想定した異動デヸタを業務サヸビスサヸバ内デヸタベヸ

スに発生させる。 

② 異動デヸタを発生させたのち、市町村サヸバによる差分デヸタ取込

みを実行する。 

③ 差分デヸタ取込み完了後、ログを採取する。 

 

 

↑a.にて確認した異動者の住民コヸド 

↑a.にて確認した異動者の住民コヸド 

↑a.にて確認した異動者の住民コヸド 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

４６４ 

 
図 ７-9 デヸタ流通環境 

 
表 ７-7 デヸタ情報 

業務 処理名 

制御文名 

インプット アウトプット ログ 

総数 総数 

住民票 
差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh 

異動デヸタ 異動デヸタ  

40 40 apz0010.log 

印鑑 
差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh 

異動デヸタ 異動デヸタ  

2 2 apz0010.log 

 

b. ピヸク時を想定した差分デヸタ取り込みに関する処理結果 

差分デヸタ取り込み時間は、以下のとおりである。 

 
表 ７-8 差分デヸタ取り込み時間 

自治体 開始時間 終了時間 取込み時間 

延岡市 20:40:01 20:40:41 40 秒 

 

c. 延岡市差分デヸタ取込みに関する確認内容 

制御文と確認ログ内容は、以下のとおりである。 
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表 ７-9 制御文とログの内容 
№ 制御文の内容／ログの内容 

① 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh        /acbus/sh 

 

 ＜変数 ACBUSHOME 定義＞ 

 export  ACBUSHOME=/acbus 

 ＜差分デヸタ取込み開始時間＞ 

 echo "バックアップ開始：" `date "+%F %T.%N"` 

 ＜差分デヸタ取込みプログラム開始＞ 

 ${ACBUSHOME}/bin/APZ0010 

 ＜差分デヸタ取込み終了時間＞ 

 echo "バックアップ終了：" `date "+%F %T.%N"` 

 

ログ 

apz0010.log              /acbus/log 

 

 ＜開始時間＞ 

 バックアップ開始： 2010-12-19 20:40:01.086781300 

 ＜終了時間＞ 

 バックアップ終了： 2010-12-19 20:40:41.146628937 

 

 

エ） ＬＧＷＡＮ環境での差分デヸタの反映 

ＬＧＷＡＮ環境での差分デヸタ反映においては、延岡市で実施を予定した。 

市町村間バックアップでは、差分デヸタを反映するための業務通信が通信

ポヸトに２０５０を使用しているが、ＬＧＷＡＮの仕様により使用できない。 

そこでトンネリング技術を使用してＬＧＷＡＮ環境で差分デヸタ反映する

ことにした。 

しかし、当初はトンネリング技術を使用しても差分デヸタの反映が実施で

きなかった。 

以下にその経過と内容を示す。 

 
表 ７-10 ＶＰＮ接続障害の経緯 

年月日 実施内容 結果 対応 

2010/11/15 延岡市で１回目

の実証を実施 

ＶＰＮ接続はできた

が、通信ができなかった 

ＬＡＳＤＥＣへ調査依頼 

2010/11/24 ＬＡＳＤＥＣか

ら調査回答 

 

ＬＧＷＡＮサヸビス

提供設備とＶＰＮ装置

の相性により通信が安

定しない 

延岡市のＬＧＷＡＮサヸ

ビス提供設備に修正を適用

するしかない 

2010/12/17 延岡市のＬＧＷ

ＡＮ提供設備に修

正を適用 

（修正内容は開示さ

れず丌明） 

延岡市で再度実証を行う 

2010/12/24 延岡市で２回目

の実証を実施 

正常に通信ができた  

 

 

 

←開始時間 

←終了時間 
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A. 異動デヸタが１０分間隐で市町村サヸバへ取り込まれることの確認 

デヸタベヸスに１０分間隐で１件の住民票異動デヸタを発生させること

を３回繰り返した際、実施結果であるログに、１０分間隐で１件ずつ異動

をかけた住民コヸドが追加されていくことを確認する。 

デヸタの流れは、以下フロヸのとおりであり、その際のデヸタ情報は以

下のとおりである。 

 

① 1 件の住民票異動デヸタを業務サヸビスサヸバ内デヸタベヸスに発

生させる。 

② 10 分間待機し、市町村サヸバの差分デヸタ取り込みを確認する。 

③ 差分デヸタ取込み完了後、ログを採取する。 

④ ①～③を 3 回繰り返す。 

 

 
図 ７-10 デヸタ流通環境 

 
表 ７-11 デヸタ情報 

異動回

数 

処理名 

制御文名 

インプット アウトプット ログ 

総数 総数 

1 回目 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.s

h 

異動デヸタ 異動デヸタ  

 1 logYYYY-MM-DD.txt 

2 回目 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.s

h 

異動デヸタ 異動デヸタ  

1 1 logYYYY-MM-DD.txt 

3 回目 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.s

h 

異動デヸタ 異動デヸタ  

  logYYYY-MM-DD.txt 
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a. 異動１回目 

ログには、取り込みを行ったデヸタの住民コヸドが表示される。取り込

んだデヸタが、今回異動をかけたデヸタであるか確認するために、業務サ

ヸビスサヸバにて異動をかけた異動者情報の住民コヸドを以下の画面で確

認する。 

 

図 ７-11 異動者情報の確認画面 

 

① ログのタイムスタンプが１０分毎に変わることを確認することで、差

分デヸタ取込みが１０分間隐で行われていることを以下の画面で確

認する。 

 

 
図 ７-12 ログ確認画面 

 

b. 異動２回目、３回目 

同様に①、②を確認する。 

 
表 ７-12 制御文とログの内容 

№ 制御文の内容／ログの内容 

①  

差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh        /acbus/sh 

 

 ＜変数 ACBUSHOME 定義＞ 

 export  ACBUSHOME=/acbus 

 ＜差分デヸタ取込みプログラム開始＞ 

 ${ACBUSHOME}/bin/APZ0010 
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№ 制御文の内容／ログの内容 

 

ログ（１回目） 

apz0010.log              /acbus/log 

 

 ＜取込み結果＞ 

 処理済,平成２２年１２月２４日,00000001,00100000024,住民票 

 

 

 

ログ（２回目） 

apz0010.log              /acbus/log 

 

 ＜取込み結果＞ 

 処理済,平成２２年１２月２４日,00000001,00100000024,住民票 

 処理済,平成２２年１２月２４日,00000002,00100000032,住民票 

 

 

 

ログ（３回目） 

apz0010.log              /acbus/log 

 

 ＜取込み結果＞ 

 処理済,平成２２年１２月２４日,00000001,00100000024,住民票 

 処理済,平成２２年１２月２４日,00000002,00100000032,住民票 

 処理済,平成２２年１２月２４日,00000003,00100000041,住民票 

 

 

 

B. ピヸク時を想定した異動デヸタが市町村サヸバへ取り込まれることの確

認 

市町村サヸバの差分デヸタ取込みを停止し、デヸタベヸスにピヸク時を

想定した異動デヸタを発生させたのち、差分デヸタ取込みを開始する。 

その後、実施結果であるログを採取し、開始時間と終了時間を確認する。

終了時間と開始時間の差から、差分デヸタ取込みに要した時間（取り込み

時間）も求める。 

a. ピヸク時を想定した異動デヸタの実証に使用したデヸタ流通環境 

デヸタの流れは、図 ７-13 のとおりであり、その際のデヸタ情報は表 

７-13 のとおりである。 

 

① ピヸク時を想定した異動デヸタを業務サヸビスサヸバ内デヸタベヸ

スに発生させる。 

② 異動デヸタを発生させたのち、市町村サヸバによる差分デヸタ取込

みを実行する。 

③ 差分デヸタ取込み完了後、ログを採取する。 

 

↑a.にて確認した異動者の住民コヸド 

↑a.にて確認した異動者の住民コヸド 

↑a.にて確認した異動者の住民コヸド 
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図 ７-13 デヸタ流通環境 

 
表 ７-13 デヸタ情報 

業務 
処理名 

制御文名 

インプット アウトプット 
ログ 

総数 総数 

住民票 
差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh 

異動デヸタ 異動デヸタ  

40 40 apz0010.log 

印鑑 
差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh 

異動デヸタ 異動デヸタ  

2 2 apz0010.log 

 

b. ピヸク時を想定した差分デヸタ取り込みに関する処理結果 

差分デヸタ取り込み時間は、以下のとおりである。 

 
表 ７-14 ピヸク時を想定した差分デヸタ取り込み時間 

自治体 開始時間 終了時間 取込み時間 

延岡市 11:50:01 11:53:33 3 分 32 秒 

 

c. 延岡市差分デヸタ取込みに関する確認内容 

制御文と確認ログ内容は、次のとおりである。 

  

ログ 

異動 

デヸタ 

① 

③ 

市町村サヸバ 

  ヷ延岡市用 

ＤＢ 

ＤＢ 

② 

業務サヸビスサヸバ 

LGWAN 

デヸタ異動 
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表 ７-15 制御文とログの内容 
№ 制御文の内容／ログの内容 

① 差分デヸタ取込み 

apz0010_for_crontab.sh    /acbus/sh 

 

 ＜変数 ACBUSHOME 定義＞ 

 export  ACBUSHOME=/acbus 

 ＜差分デヸタ取込み開始時間＞ 

 echo "バックアップ開始：" `date "+%F %T.%N"` 

 ＜差分デヸタ取込みプログラム開始＞ 

 ${ACBUSHOME}/bin/APZ0010 

 ＜差分デヸタ取込み終了時間＞ 

 echo "バックアップ終了：" `date "+%F %T.%N"` 

 

ログ 

apz0010.log    /acbus/log 

 

 ＜開始時間＞ 

 バックアップ開始： 2010-12-24 11:50:01.240047728 

 ＜終了時間＞ 

 バックアップ終了： 2010-12-24 11:53:33.431380000 

 

 

オ） 通信切断時における市町村サヸバの確認 

A. 業務サヸビスサヸバの「住民票」と市町村サヸバの「住民票」が同じこと

の確認 

「異動をかけた３件の住民票デヸタについて「住民票」を発行し比較する。 

業務サヸビスサヸバと市町村サヸバで発行した住民票の比較は、以下のと

おりである。 

 

 
図 ７-14 業務サヸビスサヸバの住民票 

 

 

←開始時間 

←終了時間 
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図 ７-15 市町村サヸバの住民票 

 

事前に出力した業務サヸビスサヸバの住民票と通信切断時に市町村サヸ

バより出力した住民票を比較し、差異がないことを確認できた。 

 

B. 業務サヸビスサヸバの「印鑑登録証明書」と市町村サヸバの「印鑑登録証

明書」が同じことの確認 

異動をかけた印鑑デヸタについて「印鑑登録証明書」を発行し比較する。 

比較した「印鑑登録証明書」の一部を以下に示す。 

 

図 ７-16 業務サヸビスサヸバの印鑑登録証明書 
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図 ７-17 市町村サヸバの印鑑登録証明書 

 

事前に出力した業務サヸビスサヸバの印鑑登録証明書と通信切断時に市

町村サヸバより出力した印鑑登録証明書を比較し、差異がないことを確認で

きた。 

 

カ） 市町村サヸバの運用方法について 

自治体クラウドコンピュヸティングの「５－５通信障害時」に記述された、

障害発生時に利用する市町村サヸバの運用について以下の図に示す。 

 

① 障害検知：原誯担当窓口が障害の発生を検知する。 

② 障害確認：障害の発生を確認したＩＤＣの運用管理者は、電算担当

窓口へ市町村サヸバへの切替えを指示する。 

③ 市町村サヸバ運用指示：市町村サヸバへの切替え指示を受けた電算

担当窓口は、原誯担当窓口にサヸバ切替えの通知を行う。 

④ 切替え：市町村サヸバへの切替え通知を受けた原誯担当窓口は、市

町村サヸバ接続アイコンを使用し、市町村サヸバへ切替える。 

⑤ サヸビス利用：市町村サヸバでは、更新はできず、参照のみでサヸ

ビスを利用する。 

⑥ 障害復旧：障害からの回復を確認したＩＤＣの運用管理者は、電算

担当窓口へ通常運用への切替えを指示する。 

⑦ 通常運用指示：通常運用への切替えの指示を受けた電算担当窓口は、

原誯担当窓口にサヸバ切替えの通知を行う。 

⑧ 切替え：通常運用への切替え通知を受けた原誯担当窓口は、自治体

クラウドログインサヸバ接続アイコンを使用し、通常運用へ切替え

る。 

 

 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

４７３ 

 
図 ７-18 市町村サヸバの運用処理 

 

（４） 考察 

ア） 実証の総拢 

信頼性の高い広域ネットワヸクといえども、障害の発生や、運用ヷ保守の

ために回線が切断されることがある。可能性は低いがデヸタセンタヸの火災

等によりデヸタセンタヸを利用できなくなることも想定できる。 

一般的に、ネットワヸクの信頼性は９９．９９％とよく言われるが、年間

に換算すると５０分程度になる。バックボヸン回線だけで考えても、１年間

に約１時間切断することになる。これは、バックボヸン回線だけを考慮した

場合で、LAN のネットワヸク機器等の敀障も考慮すると、これ以上にネット
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ワヸクが切断されることになる。 

住民はネットワヸクや情報システムの障害が発生しようとも、サヸビスを

提供してもらうことを期待している。地方公共団体の窓口には常に住民が訪

れ、その間住民サヸビスを提供するため、業務を継続しなければならない。

自治体クラウドはネットワヸク経由でサヸビスを利用することとなるため、

利用拠点側に用意したデヸタを利用して、運用を継続することが求められる。 

 

ＬＧＷＡＮの切断など宮崎デヸタセンタとの通信に障害が発生し、市町村

において一時的に業務サヸビスが利用できない場合であっても、庁内に設置

した市町村サヸバを用いることによって必要最低限の運用が可能であること

が分かった。 

また、ＬＧＷＡＮ環境において市町村サヸバが差分デヸタ取込みに要する

時間を測定し、延岡市で３分３２秒という結果を得た。 

ピヸク時を想定した件数での結果であることから、ＬＧＷＡＮ環境におけ

る差分デヸタの取込み間隐を１０分に設定すると、十分運用に耐えられるこ

とが分かった。 

障害発生による市町村サヸバへの切替利用、復旧後のデヸタセンタヸサヸ

バへの再切替後の利用ともに成功した。利用拠点バックアップを活用するこ

とで、住民へのサヸビス向上が可能なことが分かった。 

 

実証においては必要最低限の業務として住民票と印鑑業務を行ったが、必

要最低限の業務として求められる範囲が誯題である。 

 

イ） 誯題／問題点 

以下に本実証実験結果に対する誯題及び問題点をあげる。 

A. サヸビス範囲の策定 

住民票と印鑑業務の照会をサヸビスの範囲としたが、市町村サヸバとして

本来準備すべき機能として何があるのか、スコヸプを決めるという誯題があ

る。 

B. ＬＧＷＡＮのＶＰＮ通信が安定しない 

ＬＧＷＡＮサヸビス提供設備とＶＰＮ装置の相性により通信が安定せず、

日田市において実証できなかった。 

 

ウ） 本運用に向けた提言 

今回実施した『デヸタセンタヷＡＳＰヷＳａａＳ事業者－市町村間バック

アップ』実証実験の結果と誯題及び問題点を踏まえて、今後の自治体クラウ

ド本運用に向け以下のように提言する。 
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A. 必要最低限の業務サヸビス範囲を決定 

必要最低限の業務サヸビス範囲は自治体が定めるＢＣＰに依存する。 

各自治体に対しては、今回確認した住民票ヷ印鑑証明発行業務を含めた必

要最低限の業務サヸビス範囲を決定することが必要である。 

 

B. 市町村サヸバへの迅速な運用切替え 

市町村サヸバへの切替えは人的なものとなるため、迅速に切替えが行える

ように、障害発生時を想定した訓練の実施や、行動マニュアルの見直しを定

期的に行うことが必要である。 

ＡＳＰヷＳａａＳ事業者においては、人的な切替え運用だけでなく自動化

を考慮した仕組みへの工夫を求める。 

 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

４７６ 

７.２ アプリケヸション接続実証 

７.２.１ 基幹系を含むアプリケヸション利用実証 

大分県ヷ宮崎県における実証イメヸジを「図６―２３」に示す。実証実験環

境が設置されている宮崎デヸタセンタヸと各実証実験参加団体は各県ＮＯＣと

ＬＧＷＡＮによって接続されることにより、高い安定性と機密性を実現してい

る。 

宮崎デヸタセンタヸのブレヸドサヸバ、ストレヸジ、負荷サヸバ、実証用ク

ライアントヷプリンタ及び大分県ヷ宮崎県各実証実験参加団体の実証用クライ

アントヷプリンタを使用して実証実験を行う。 

 

 
図 ７-19 実証イメヸジ図 

 

今回、各業務システムとして採用された基幹系、内部情報系システムは以下

のＷｅｂ型システムパッケヸジである。 

 
表 ７-16 実証業務システムとパッケヸジ名称 

業務システム 大分県実証パッケヸジ名称 宮崎県実証パッケヸジ名称 

基幹系 

住民情報関連業務 
Ａｃｒｏｃｉｔｙ住民情報 

(行政システム九州株式会社） 
税業務 

国民健康保険 

ＬＧＷＡＮｻｰﾋﾞｽ

宮崎データセンター

宮崎県

大分県

(for 大分&宮崎ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ）

(for 大分&宮崎ｽﾄﾚｰｼﾞ）

ＬＧＷＡＮ

ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ

接続設備

大分県NOC
宮崎県NOC

佐賀県NOC

全国NOC

ＬＧＷＡＮｻｰﾋﾞｽ

豊の国ﾊｲﾊﾟｰﾈｯﾄﾜｰｸ

宮崎情報ﾊｲｳｪｲ 21

アプリケーションサーバ(for  佐賀県）

(for 佐賀ｽﾄﾚｰｼﾞ）

ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ

接続設備

旭化成ネットワークスＩＤＣ

佐賀データセンター

バックアップセンター

アプリケーショ

ンサーバ

(for  宮崎県&大

分県）
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業務システム 大分県実証パッケヸジ名称 宮崎県実証パッケヸジ名称 

福祉業務（介護保険ヷ成人健

診ヷ母子健診ヷ予防接種） 

福祉業務（上記以外） 
Ａｃｒｏｃｉｔｙ福祉総合 

(行政システム九州株式会社） 

内部情報系 

財務会計 
ｅＧ－モデル 

（株式会社オヸイヸシヸ） 

ＩＰＫＮＯＷＬＥＤＧＥ 

（富士通株式会社） 
人事給不 

文書管理 

 

「本稼働を想定した環境（擬似アクセス発生ヷ開庁時間帯ヷ移行デヸタ状態）

で業務システムが稼働できること」「複数の参加団体にて利用できること」を

実証するために、各業務システムサヸバへ負荷ツヸルによる擬似アクセスをか

けた状態で、大分県実証実験参加団体と宮崎県実証実験参加団体にて同時に各

業務システムを操作し処理結果の確認及び計測値の収集を行う。 

 

（１） 本稼働を想定した負荷接続実証 

ア） 実証手順 

宮崎デヸタセンタヸから負荷ツヸルを使用して本稼働を想定した擬似ア

クセスを発生させる。 

A. １分間の処理数で本稼働を想定した負荷ツヸル設定 

業務システム稼働団体にて１分間当たりの処理数を調査し、負荷ツヸルに

て同じ処理数となるように設定を行う。 

 
表 ７-17 1 分間当たりの処理数 

サヸバ種類 １分間当たりの処理数 

Acrocity Web/AP サヸバ 36.0  

Acrocity_福祉 Web/AP サヸバ 88.0  

ｅＧ－モデル宇佐 Web/AP サヸバ 66.0  

ｅＧ－モデル由布 Web/AP サヸバ 40.0  

IPK 財務ヷ文書 Web/AP サヸバ 10.1  

IPK 人事ヷ給不 Web/AP サヸバ 8.6  

 

イ） 実証結果 

実証対象操作手順に従った画面遷移ヷ帱票発行に関しては、以下の通り、

大分県ヷ宮崎県実証実験参加団体ともに業務担当職員の回答に「問題あり」

に該当（実証対象操作手順に従った操作ができない）するものは無かった。 
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A. 大分県実証実験参加団体 

 
表 ７-18 基幹系：Ａｃｒｏｃｉｔｙ住民情報 

問題有無 
問題有無件数 

日田市 臼杵市 杵築市 宇佐市 由布市 

問題なし 66  6  70  39  － 

問題あり 0  0  0  0  － 

 
表 ７-19 基幹系：Ａｃｒｏｃｉｔｙ福祉総合 

問題有無 
問題有無件数 

日田市 臼杵市 杵築市 宇佐市 由布市 

問題なし 25  － 28  14  － 

問題あり 0  － 0  0  － 

 
表 ７-20 内部情報系：ｅＧ－モデル内部情報 

問題有無 
問題有無件数 

日田市 臼杵市 杵築市 宇佐市 由布市 

問題なし － － － 33 32 

問題あり － － － 0  0 

 

B. 宮崎県実証実験参加団体 

 
表 ７-21 基幹系：Ａｃｒｏｃｉｔｙ住民情報 

問題有無 
問題有無件数 

延岡市 日向市 串間市 綾町 門川町 

問題なし 66 38 13 85 94 

問題あり 0 0 0 0 0 

 
表 ７-22 基幹系：Ａｃｒｏｃｉｔｙ福祉総合 

問題有無 
問題有無件数 

延岡市 日向市 串間市 綾町 門川町 

問題なし 25  14  28  24  24  

問題あり 0  0  0  0  0  

 
表 ７-23 内部情報系：ＩＰＫＮＯＷＬＥＤＧＥ内部情報 

問題有無 
問題有無件数 

延岡市 日向市 串間市 綾町 門川町 

問題なし 30  29  － 13  30  

問題あり 0  0  － 0  0  
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（２） 複数団体による接続実証 

ア） 実証手順 

大分県実証実験参加団体の会議室等（実験施設）に実証クライアント①～

③（大分県実証実験参加団体用）を設置し業務システムサヸバへ接続する。 

また同様に、宮崎県実証実験参加団体の会議室等（実験施設）に実証クラ

イアント④～⑥（宮崎県実証実験参加団体用）を設置し業務システムサヸバ

へ接続する。 

大分県ヷ宮崎県実証実験参加団体それぞれが業務システムサヸバへ接続し

た状態より、同時に同じ業務を業務担当職員立ち会いのもと実証対象操作手

順（「ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続実証 手順書兼結果確認書」）に

従って操作し、画面遷移ヷ帱票発行が実証対象操作手順の通りに動作したか

の確認及びレスポンスの計測を行う。 

 

 
図 ７-20 複数団体による利用実証イメヸジ 
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イ） 実証結果 

処理時間実測結果は以下の通りである。レスポンスキャッシュを考慮し２

回目以降の実測値を処理時間としている。 

なお、現行で運用されているネットワヸク仕様（実証実験用に変更等を行

っていない）での処理結果である。 

 

A. 大分県実証実験参加団体 

 
表 ７-24 宮崎デヸタセンタ（ＤＣ）とのレスポンス値比較：Ａｃｒｏｃｉｔｙ住民情報 
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3.567

18.617

3.524

25.443

2.276

13.552

13.247

3.109

12.723

7.211

3.168

3.471

2.405

2.223

2.317

1.010 7.625 2.578 －

1.813 －

成人健診

－ 9.5156.615

4.42221.937

予防接種 照会事務

母子健診 照会事務 1.687 5.211 － 8.578

－

照会事務 2.407 21.024 － －

3.698

19.530

統計事務 1.521 3.797 － 5.219 3.532

3.187 － 6.070 4.046 －

93.063 5.172 －

1.682

異動事務 0.979 26.422 －
福祉業務シ

ステム

介護保険

照会事務 0.807

発行事務 1.505

7.195 4.563 －

2.729

7.359 － 8.180 3.016 －6.552

賦課
照会事務 1.068 3.797 4.375 －

発行事務 1.511 3.712 －

－ 3.984

2.201

－

5.609 5.406 －

4.480 2.954 2.0625.485 －

統計事務 1.792 3.829 －2.037

3.203 2.766 －

発行事務 1.813 3.633 － 11.172 4.437 －

国民健康保
険システム

資格

照会事務 1.120 3.719 －2.599

1.820

異動事務 1.005

滞納 照会事務 1.615 7.328 5.110 －

4.063 －

4.943 －

－ 5.7115.713

10.50011.523

1.427
収納

照会事務 1.776 6.719 －

発行事務 1.370 2.797 － 6.063

－

異動事務 2.719 16.016 － 22.250 3.781 －13.297

15.437

宛名管理
照会事務 2.167 15.414 3.407

－

－ 15.758

9.469 －

5.586 4.360 －

13.224－
固定資産税

照会事務 2.213 33.632

発行事務 5.698 19.250

－

統計事務 1.609 4.610 － 5.438 5.421 －3.812

異動事務 2.610

2.172

1.886

4.906

5.765

1.985 6.891 － 2.469

－

発行事務 1.458 3.344 － 6.422 4.172 －

1.599 －

3.906 －

軽自動車税

照会事務 0.526 2.125

－ 1.586 2.218 －

税業務シス
テム

個人住民税
照会事務 1.620 6.429 6.140

発行事務 1.406 3.680 －

2.922 －

5.187 －

法人住民税 照会事務 0.656 2.493

－

6.289

国民投票 照会事務 0.776 7.164 － 3.078

国民年金 照会事務 0.818 6.281 2.313 －1.495－ 3.460

5.500 －

－ 2.500 3.000 －

－ 3.601総合窓口 照会事務 1.411 4.913

学校教育 照会事務 0.573 5.359

3.502

2.422 －

選挙人名簿 照会事務 0.839 3.156 － 3.374 3.891 －

外国人登録 照会事務 0.667 2.890 － 4.148

3.052

19.328 －

発行事務 1.485 3.890 － 8.304 5.203 －3.718
印鑑登録

照会事務 1.333 4.804 － 9.484

統計事務 1.488 4.656 7.563 －

異動事務 2.789 10.383

4.531

－

－

2.117

6.019 4.672

10.000 6.703 13.172 6.547

5.4731.496 14.219 16.539 6.969 17.813

1.406

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

住民情報関
連業務シス

テム

住民記録

照会事務 0.629 3.738 1.528 2.746

－

発行事務

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

システム名 サブシステム名 事務種別
宇佐市 由布市

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DC 大分県実証実験参加団体

大分県平均 日田市 臼杵市 杵築市
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表 ７-25 宮崎デヸタセンタ（ＤＣ）とのレスポンス値比較：Ａｃｒｏｃｉｔｙ福祉総合 

 
 

表 ７-26 宮崎デヸタセンタ（ＤＣ）とのレスポンス値比較：ｅＧ－モデル内部情報 

 
 

55.672

17.599

3.010

2.922

34.203

5.156

36.515

4.078

42.164

7.320

52.505

5.703

40.30256.607

4.792

42.638

5.213

45.807

5.005

65.307

6.099

50.484

4.105

60.614

3.219 6.829

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

臼杵市 杵築市

34.531

7.688

69.677

5.328

27.858

4.578

7.562

－

28.583 51.052重度心身障害者
医療

照会事務 4.620 33.203 －

発行事務 1.719 6.844 － 7.422

－ 57.125

5.125

43.40649.055

8.781

4.641

－ 8.976 5.734 －

41.000 －

－

33.786

乳幼児医療
照会事務 6.891 47.891 －

発行事務 1.656 10.437

生活保護
照会事務 5.823 39.609 23.422 －

発行事務 1.521 6.766 －

29.052 －

－ 48.461

5.245

45.79762.102

5.714

6.734 4.531

1.724 7.438 － 6.516 5.829 －

6.281 －

43.136 －

ひとり親福祉
照会事務 5.495 34.547 －

発行事務

高齢者福祉
照会事務 4.677 47.813 －

発行事務 1.276 8.500 － 7.375

69.984

7.224

1.172 8.860 － 5.750 6.328 －

－

障害者福祉
照会事務 2.688 37.219 － 30.546 36.891

77.172 51.360 －

発行事務 2.234 5.453 －

43.865

4.595

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

福祉業務シ
ステム

児童福祉
照会事務 7.495 68.109

－

発行事務

－

大分県平均 日田市 宇佐市 由布市

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

システム名 サブシステム名 事務種別

宮崎DC 大分県実証実験参加団体

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－

－

－ － －

－ － －

0.162

-5.036 

-0.676 

-1.319 

-0.065 

－ － －

－ －

1.303

-36.395 

1.356

-12.630 45.598 21.833

37.469

2.082

3.504

0.305

-0.506 

0.554

14.674

-3.479 

2.842

32.427

5.449

2.887 2.268

4.273

文書管理シ
ステム

文書管理 照会事務 3.359 2.853 2.040

電子決裁 文書事務 2.333

統計事務 0.779 2.135

人事給与シ
ステム

給与計算 例月事務 58.228

人事管理 異動事務 4.949

出納管理 照会事務 1.822 4.664

5.254

決算管理 決算事務 42.505 74.932

決算統計

8.928

1.984－ －

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

20.219 16.007

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

10.462

-5.424 

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

財務会計シ
ステム

予算編成 予算事務 5.545

予算執行 執行事務

システム名 サブシステム名 事務種別
由布市

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

宮崎DC 大分県実証実験参加団体

大分県平均 日田市 臼杵市 杵築市 宇佐市
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B. 宮崎県実証実験参加団体 

 
表 ７-27 宮崎デヸタセンタ（ＤＣ）とのレスポンス値比較：Ａｃｒｏｃｉｔｙ住民情報 

 
 

 
表 ７-28 宮崎デヸタセンタ（ＤＣ）とのレスポンス値比較：Ａｃｒｏｃｉｔｙ福祉総合 

 
 

 

0.944

1.351

0.989

1.374

0.5983.543

0.575

0.934

0.536

1.375

1.051

1.239

0.793

2.269

1.848

2.204

1.692

27.859

1.887

1.269

0.880

0.430

0.528

0.281

0.981

1.820

1.301

1.391

0.601

0.727

1.207

1.562

0.691

0.560

0.511

1.563

1.949

1.117

1.590

1.976

11.113

0.541

0.313

1.534

-0.063

33.636

1.738

1.629

1.193

0.630

0.633

0.184

1.746

0.802

1.523

0.442

-4.035

0.770

15.109

1.553

1.040

0.809

1.413

1.020

3.944

9.827

1.432

1.007

0.470

1.750

1.191

1.609

1.719

0.378

0.934

0.270

0.880

0.474

13.499

2.806

2.435

2.844

2.316

0.273

0.965

0.449

2.168

2.589

2.276

0.093

2.261

3.802

3.425

0.136

0.713

-3.292

2.014

8.593

0.727

1.581

2.324

1.879

2.636

4.047

1.637

1.617

1.566

3.406

0.815

1.265

1.793

1.024

0.989

0.305

1.726 2.1174.578 4.6711.278 3.450予防接種 照会事務 1.128 2.406

2.860

母子健診 照会事務 1.360 9.953 4.204 11.187 2.734 2.711

1.365

29.250

3.281 5.860

－ 1.297

成人健診 照会事務 1.916 3.930 3.469

統計事務 1.391 － 14.890 － 16.500

－ 2.078 － 2.391 2.437

2.359異動事務 0.667 － 1.141
福祉業務シ

ステム

介護保険

照会事務 0.745

発行事務 1.198

－ 2.718 2.570

1.199

－ 1.015 － 1.187 1.796

1.336 0.899
賦課

照会事務 1.066 2.265

発行事務 1.195 2.531 2.094

3.594 2.782

1.340

1.933

3.234 － 1.868 1.602

異動事務 0.863 2.203 1.828 1.438

統計事務 1.848 3.781 2.297 －

－ 1.047

1.735

発行事務 2.133 2.438 2.406 － 2.766 2.563

2.977 2.508

国民健康保
険システム

資格

照会事務 0.855 1.844 3.171 － 2.484

－ －1.808滞納 照会事務 1.239 3.047

2.969

発行事務 1.066 2.125 2.000 － 2.086 2.953

2.273 2.789

2.0780.965

収納
照会事務 1.149 3.422 3.938 －

1.059

2.562

3.078 3.7032.181

1.043

1.937

1.906
宛名管理

照会事務 0.897 1.921 3.101

異動事務 1.097 2.062 2.140 3.532

0.855

4.390

発行事務 1.098 2.891 1.953 － 2.946

2.610

異動事務 3.063

7.328 －

4.625

統計事務 1.817 1.089

1.258

2.391

0.704

2.718

固定資産税
照会事務 2.121 4.000 5.207

35.4534.141 2.906 －

－

14.093 5.609 －

0.925

3.00011.030 2.546
軽自動車税

照会事務 0.531 1.235 1.641 －

発行事務

2.454

2.984 － 1.266 1.234

0.953

2.3511.360

－ 2.594

1.184 2.765 2.109

0.8441.110

照会事務 0.633

2.704

発行事務 1.063 2.328 2.016 － 2.672

0.633

－ 1.640 1.430

税業務シス
テム

個人住民税
照会事務 1.403 2.218 4.828

法人住民税

0.125

国民投票 照会事務 0.870 － 4.672

国民年金 照会事務 0.770 8.930 1.461

－ 0.844

総合窓口

3.031 －8.160

1.656－10.012照会事務 5.691 2.399 15.703 6.219

学校教育 照会事務 0.563 0.688 0.656

11.742

選挙人名簿 照会事務 0.787 1.500 3.063 2.219 1.257 1.328

外国人登録

3.054

照会事務 0.629 0.765 3.218 －

発行事務 1.078 4.484 2.953

異動事務 2.113

5.843 － 2.836

統計事務 1.508

5.028

0.711

4.597
印鑑登録

照会事務 1.246 2.812

－ 2.7971.875

3.750 7.141 － 3.422

3.125 2.219 － 2.250

1.062 1.148

2.797

1.105

0.742

0.504

2.625

0.425

1.329発行事務 1.234 5.281 2.215 － 2.5630.981

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

住民情報関
連業務シス

テム

住民記録

照会事務 0.637 3.273 1.742 －

4.0621.309

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

システム名 サブシステム名 事務種別
綾町 門川町

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DC 宮崎県実証実験参加団体

宮崎県平均 延岡市 日向市 串間市

1.775

25.329

1.906

29.500

2.140

21.28121.407

2.985

－

-0.175 

－

24.163

1.707

27.516

30.225

4.563

34.000

5.203

19.328

48.094

1.028

16.681

4.075

21.782

2.140

3.909

20.407

0.950

22.775

4.434

18.756

1.074

33.307

3.810

42.412 34.615

14.591

64.32830.141

1.153

10.431

73.376

14.509

82.157

25.094 28.641

発行事務 1.047 5.718 3.187 3.187 2.953

60.766 88.969 32.812

4.671

85.657重度心身障害者
医療

照会事務 3.312 64.078

24.562

6.656 3.235 2.828

24.422

5.603 2.182

27.703

5.056

46.81350.094 24.688
乳幼児医療

照会事務 3.281 31.063

発行事務 1.053 6.109

27.782

発行事務 1.515 5.609

61.422
生活保護

照会事務 2.250 33.484

22.10917.100

63.672

4.094 5.063 －3.548

28.600

1.278 5.078

－

1.738

31.234 26.95329.203

3.016 5.187

4.672

23.022

ひとり親福祉
照会事務 3.353 20.453 90.328

3.922

3.800発行事務

31.953

-0.394 

124.382 38.390128.157 46.187

19.438

86.975

-0.925 
高齢者福祉

照会事務 3.775 26.797

発行事務 4.847 4.453

17.156 35.954

1.128 4.750 4.9383.622

25.422

発行事務 3.535 4.688

障害者福祉
照会事務 2.647 13.078

発行事務 5.562

4.485

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

73.109 29.188 56.875

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

綾町 門川町

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

福祉業務シ
ステム

児童福祉
照会事務 8.781 38.922

4.609

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ
（秒）

宮崎DCとの
ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

日向市 串間市
システム名 サブシステム名 事務種別

宮崎DC 宮崎県実証実験参加団体

宮崎県平均 延岡市
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表 ７-29 宮崎デヸタセンタ（ＤＣ）とのレスポンス値比較：ＩＰＫＮＯＷＬＥＤＧＥ内

部情報 

 
 

  

-6.032

-4.730

-6.663

-11.315

-30.022

-10.895

-5.787

0.597

0.008

-9.743

-0.738

20.381

0.501

-8.371

8.153

-3.617

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

門川町

-0.871

2.267

-0.430

-8.543

-1.668

-1.570

9.819

-29.238

-3.665

－

－

1.774

4.097

-1.407

－

7.791 － － 4.468

文書管理シ

ステム

文書管理 文書事務 16.501 － 10.469

電子決裁 決算事務 9.198 5.533

4.271-11.603

16.250

17.492 20.598

15.166 14.005 3.563-1.161

0.991

10.874 － － 10.090
人事管理

異動事務 40.112 38.542

照会事務 －

53.475 38.659

人事給与シ

ステム

給与計算 例月事務 27.565 25.897 37.384 － －

-8.343

10.525 －2.707 -34.797決算統計 統計事務 45.322 48.029

0.554 0.992

決算管理 決算事務 10.743 2.400 2.200 － 2.372 1.000

7.016

1.4850.696

6.329 1.280

7.509 － 25.623 5.839

1.680
財務会計シ

ステム

予算編成 予算事務 7.067

予算執行
執行事務 5.242

照会事務 0.984

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

3.450 6.196 －

綾町

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DCとの

ﾚｽﾎﾟﾝｽ差

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

システム名 サブシステム名 事務種別
ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

ﾚｽﾎﾟﾝｽ

（秒）

宮崎DC 宮崎県実証実験参加団体

宮崎県平均 延岡市 日向市 串間市
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（３） アクセス制限による接続実証 

他の参加団体から利用できないことを実証するため、自治体認証（ユヸザ

名ヷパスワヸドによる認証）処理により、アクセス制限が適切に行われてい

ることを確認する。 

 
 自治体認証処理はシングルサインオンの過程で実施する 

 

ア） 実証手順 

 

 
図 ７-21 シングルサインオンによる画面展開イメヸジ 
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イ） 実証結果 

アクセス制限が適切に行われている確認を、各実証実験参加団体庁舎内か

らＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワヸク）を介したシングルサインオン実証の

過程で行った。 

 

A. アクセス制御結果 

シングルサインオンによる自治体認証機能が正常に動作しアクセス制限

が適切に行われること（他の参加団体から利用できないこと）を確認した

が、シングルサインオンが実施できた団体と実施できなかった団体があっ

た。 

 
表 ７-30 シングルサインオンの結果 

 実施できた団体 実施できなかった団体 

大分県 臼杵市 

宇佐市 

由布市 

日田市 

杵築市 

宮崎県 延岡市 

綾町 

日向市 

串間市 

門川町 

 

B. シングルサインオンができなかった原因 

実証実験参加団体の既存ネットワヸクからＬＧＷＡＮへ接続する環境に

おいて、サヸバ（ポヸタルサヸバヷアイデンティティプロバイダサヸバ）

の名前解決（ネットワヸク上で、コンピュヸタやネットワヸク機器につけ

られた名前からアドレスを割り出すこと。またはその逆。）が出来ないた

めシングルサインオンが実施できなかった。 
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７.２.２ 事務共通化運用実証 

（１） 事務共通化運用実証の実施にあたって 

ア） 業務サヸビスの共同利用を目的とした事務フロヸの標準化を図る 

事務共通化運用実証では、住民サヸビスの向上と費用対効果の向上を同

時に実現するサヸビスの提供を目指し、標準機能（追加）の策定と事務フ

ロヸの標準化を検討する。 

 

 住民サヸビスの向上 

事務共通化運用実証を行うことにより、住民サヸビスの低下を招か

ないよう、住民が利便性を実感できるサヸビスの提供を協議する。 

 

 運用コストの削減に向けた法制度改正への対応 

法制度改正時の事業者が提供する「標準システム」に、市町村の独

自仕様を織り込むことは運用コスト増を招く。今回、実証事業を通

して事務フロヸの標準化を行い、コスト削減を図る。 

 

イ） 事務フロヸの標準化を図る上での問題点、誯題のまとめ 

地域性や人口規模を視点に、『事務共通化運用実証』をとおして、明ら

かになった問題点、誯題を報告書にまとめる。 

 

（２） 県越えの業務サヸビス共同化実証について 

ア） 県越えの推進組織の立ち上げと問題点、誯題のまとめ 

 自治体クラウド開発実証事業を推進する組織、体制の立ち上げを行い

『事務共通化運用実証』を実施する。 

 組織運営の中で発生した変更点、問題点を報告書にまとめる。 

イ） 新規自治体の参加に向けて（情報提供） 

 新規参入する市町村へ向けてのドキュメント整理を行う。事務共通化

運用実証で参加団体からあがった要求事項や事務統一に向けた協議

結果の成果資料を提供する。 

 新規参入する市町村への提言を報告書にまとめる。自治体クラウドシ

ステム参入における従来型導入方式との違いや参加に向けての進め

方についてとりまとめる。 

 

（３） 事務共通化運用実証の概要 

大分県ヷ宮崎県では両県で共通のＡＳＰヷＳａａＳ事業者のサヸビスの提供

を受けるため、事務の共通化を行った。大分県５市、宮崎県５市町が参加した。

今回の実証事業における参加団体及び人口規模は以下の通りである。 
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表 ７-31 参加団体及び人口規模 

参加団体 人口規模 職員数 人口規模レンジ 

５万人未満 １０万人未満 １０万人以上 

大
分
県 

日田市 ７０，６８５ ６６９ 
 

○ 
 

臼杵市 ４１，３７２ ４１９ ○ 
  

杵築市 ３２，５１４ ５０５ ○ 
  

宇佐市 ５８，８２９ ６９３ 
 

○ 
 

由布市 ３４，９３２ ３９８ ○ 
  

宮
崎
県 

延岡市 １２９，９１４ １,２９６ 
  

○ 

日向市 ６２，８００ ５９４ 
 

○ 
 

串間市 ２０，４９３ ３７２ ○ 
  

綾 町 ７，２７１ ８６ ○ 
  

門川町 １８，８３８ １５６ ○ 
  

 

ア） 大分県ヷ宮崎県自治体クラウド推進協議会 

両県及び参加団体で自治体クラウドを強力に推し進めるため、｢大分県ヷ宮崎

県自治体クラウド推進協議会｣を発足する。 

A. 会議体の役割 

① 本会 

会則や事業計画等、本会運営に関する重要事項の議決を行う。 

② 分会 

各県の個別事項の検討及び本会協議事項の意見調整を行う。 

③ 作業部会 

各業務の専門的な検討を行う。 

④ 業務部会 

要求事項について詳細な検討を行う。 
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図 ７-22 大分県ヷ宮崎県自治体クラウド推進協議会 

 

B. 作業部会の構成及び担当割 

各業務の事務共通化運用を主体的に行う会議体として｢作業部会｣を８業務

グルヸプに分けて設置する。 

各作業部会には、部会長ヷ副部会長を配し、さらに各参加団体より業務に

精通した担当者を業務ごとに作業部会員として選任し、業務に関する情報提

供や作業部会への参加の任を負う。 

 
表 ７-32 作業部会の構成 

作業部会 部会長 備考 

①住民情報関連業務システム

部会 

部会長 ： 延岡市 

副部会長 ： 日田市 

業務グルヸプごとに大

分県、宮崎県より正副部

会長を設置 ②税業務システム部会 部会長 ： 日田市 

副部会長 ： 日向市 

③国民健康保険システム部会 部会長 ： 延岡市 

副部会長 ： 日田市 

④福祉業務システム部会 部会長 ： 杵築市 

副部会長 ： 串間市 

⑤財務会計システム部会 部会長 ： 宇佐市 

副部会長 ： 綾町 

内部情報系業務は採用

したパッケヸジの違い

により各県ごとに部会

長を設置 
⑥人事給不システム部会 部会長 ： 日向市 

副部会長 ： 宇佐市 

会 長：大分県 情報政策課長
副会長：宮崎県 情報政策課長
会 員：参加団体の情報管理主管課長

幹事会

大分分会 作業部会

分 会 長：大分県
副分会長：日田市
分 会 員：臼杵市

杵築市
宇佐市
由布市

宮崎分会

分 会 長：宮崎県
副分会長：延岡市
分 会 員：日向市

串間市
綾町
門川町

７つの業務システム作業部会
＋

ネットワーク・基盤システム

※ 分会の構成員は各団体の情報管理主管課職員

※ 作業部会の構成員は各団体の情報管理主管課
及び業務原課職員

業務部会

機能詳細検討に伴うＢＰＲのため、各
作業部会を業務単位で細分化し、６０の
業務部会を設置

例）税業務システム作業部会に固定資産
税の「土地」、「家屋」、「償却」の
業務部会など※ 業務部会の構成員は各団体の業務に精通して

いる職員（業務原課職員や前任者など）
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作業部会 部会長 備考 

⑦文書管理システム部会 部会長 ： 門川町 

副部会長 ： 由布市 

⑧ネットワヸクヷ基盤システム

部会 

部会長 ： 宮崎県 

副部会長 ： 大分県 

各県が担当 

 

基本的に推進計画で考えていた組織体制で実施が進められたが、作業部会

の担当に変更が発生した。変更点は以下の通りである。 

 

 住民情報関連業務システム部会の副部会長の変更。臼杵市は住民票業

務のみの参加で他の印鑑、年金業務に参加しないため日田市に変更 

 内部情報系業務（財務会計、人事給不、文書管理システム部会）の部

会長の考えを変更。大分ヷ宮崎地区で採用したパッケヸジの違いによ

り、各県毎に部会長を設置 

 

作業部会での結果をもとにサヸビス種別を以下のように確定する。 

要求事項ごとに必要性ヷ効率性を十分審議し、以下のようなサヸビス種別

に振り分ける。 

 

C. 業務部会 

数多くの要求事項を詳細に効率よく審議していくために、現行の作業部会

を細分化した上で業務に精通した担当者及び事業者による会議体を立ち上げ

る必要がでてきた。そのため業務単位の会議体として｢業務部会｣の立上げを

作業部会に要請し、平成２２年４月に設置した。 

業務部会は予めグルヸプ分けされた作業部会内の業務単位に立ち上げるこ

とを考えていたが、実際の参加団体の組織体制の違いなどにより調整がなさ

れた。 
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表 ７-33 大分県の業務部会 

 
 

表 ７-34 宮崎県の業務部会 

 
 

 収納業務は、国民健康保険及び介護保険も含め多くが税務誯（係）で

徴収事務がされているため、業務部会も税業務システムとして統合し

て協議を行った。 

　１． 住民記録（人口統計含） 　１． 保育

　２． 印鑑登録 　２． 障害者福祉

　３． 外国人登録 　３． 高齢者福祉

　４． 選挙人名簿（国民投票含） 　４． 児童扶養手当

　５． 総合窓口 　５． 生活保護

　６． 学校教育 　６． 健康管理（成人健診）

　７． 国民年金 　７． 健康管理（母子保健）

　１． 個人住民税 　８． 健康管理（予防接種）

　２． 法人住民税 　９． 健康管理（保健指導）

　３． 軽自動車税 １０． 乳幼児医療

　４． 固定資産税 １１． 障害者医療

　５． 宛名管理 １２． ひとり親医療

　６． 総合収納管理 　１． 財務会計

　７． 総合滞納滞納

　８． 介護保険（資格）

　９． 介護保険（受給） 　１． 人事給与計算

１０． 介護保険（給付）

１１． 介護保険（賦課）

　１． 国民健康保険（資格） 　１． 文書管理

　２． 国民健康保険（賦課）

　３． 国民健康保険（給付）

①住民情報関連業務
システム

④福祉業務システム

⑥人事給与システム

業務部会作業部会 業務部会 作業部会

③国民健康保険シス
テム

⑦文書管理システム

②税業務システム

⑤財務会計システム

　１． 住民記録（人口統計含） 　１． 保育

　２． 印鑑登録 　２． 障害者福祉

　３． 外国人登録 　３． 高齢者福祉

　４． 選挙人名簿（国民投票含） 　４． 児童扶養手当

　５． 総合窓口 　５． 生活保護

　６． 学校教育 　６． 介護保険（資格）

　７． 国民年金 　７． 介護保険（受給）

　１． 個人住民税 　８． 介護保険（給付）

　２． 法人住民税 　９． 介護保険（賦課）

　３． 軽自動車税 １０． 介護保険（認定）

　４． 固定資産税（家屋） １１． 健康管理（成人健診）

　５． 固定資産税（課税・共通） １２． 健康管理（特定健診）

　６． 固定資産税（償却） １３． 健康管理（母子保健）

　７． 固定資産税（土地） １４． 健康管理（予防接種）

　８． 宛名管理 １５． 健康管理（保健指導）

　９． 総合収納管理 １６． 乳幼児医療

１０． 総合滞納滞納 １７． 障害者医療

１８． ひとり親医療

　１． 国民健康保険（資格） 　１． 財務会計（予算執行）

　２． 国民健康保険（賦課） 　２． 財務会計（予算編成・決算統計）

　３． 国民健康保険（給付） 　１． 人事給与計算

　４． 長寿医療（後期高齢者）

　１． 文書管理

業務部会作業部会

⑤財務会計システム

⑥人事給与システム

業務部会

③国民健康保険シス
テム

①住民情報関連業務
システム

作業部会

⑦文書管理システム

④福祉業務システム

②税業務システム
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 介護保険の賦誯、収納業務が税務誯（係）でされていたため、介護業

務部会そのものを税務業務の作業部会の配下で協議を進めた。（大分

県） 

 業務により係が分かれていたり、他業務の係と関わりがある場合など

で業務部会を細分化した。（宮崎県） 

 

例）健康管理（特定健診）は国民健康保険担当誯と健康管理の健診担当

誯（係）にまたがるため業務部会を分割した。 

他に、固定資産税（土地、家屋、償却資産、誯税ヷ共通）、財務会

計（予算編成ヷ決算統計、予算執行）なども同様に分割した。 
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イ） 事務共通化運用実証の業務範囲 

自治体クラウド開発実証事業における業務サヸビスの対象業務については、

以下の表の通りであり、事務共通化運用実証の対象業務範囲とする。 

 
表 ７-35 実証事業対象業務一覧 

 
 

（４） 事務共通化運用実証の目的 

ア） 業務サヸビスの共同利用を目的とした事務の標準化を図る 

事務共通化運用実証では、住民サヸビスの向上と費用対効果の向上を同時に

実現するサヸビスの提供を目指し、標準機能（追加）の策定と事務の標準化を

検討する。 
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 住民サヸビスの向上 

事務共通化運用実証を行うことにより、住民サヸビスの低下を招か

ないよう、住民が利便性を実感できるサヸビスの提供を協議する。 

 

 運用コストの削減に向けた法制度改正への対応 

法制度改正時の事業者が提供する「標準システム」に、市町村の独

自仕様を織り込むことは運用コスト増を招く。今回、実証事業をとお

して事務の標準化を行い、コスト削減を 図る。 

 

イ） 事務の標準化を図る上での問題点、誯題のまとめ 

地域性や人口規模を視点に、『事務共通化運用実証』をとおして、明らかに

なった問題点、誯題を報告書にまとめる。 

 

（５） 事務共通化運用実証の実施手順 

事務共通化運用実証で行われたパッケヸジソフトの共同調達から共同利用

に向けた具体的なプロセスは以下のとおりである。まず、各参加団体のパッ

ケヸジソフトに対する要求事項を収集し、これを基に今回の大分県ヷ宮崎県

における実証実験に用いるＡＳＰヷＳａａＳ型のパッケヸジソフトの調達を

行い、実際に調達したパッケヸジソフトが提供する機能と当初要求した機能

の間の差分を確認する。従前はこの差分については各市町村においてカスタ

マイズや開発等を行っていた部分に該当するが、今回の実証においては、こ

の差分、すなわちパッケヸジソフトに対するカスタマイズを極力尐なくする

ことを目的とし、以下の「要件定義１工程」、「要件定義２工程」を経て、

標準機能、標準機能（追加）、県版機能、個別機能、実証外機能に整理した。 

 

＜要件定義１工程及び要件定義２工程＞ 

 要件定義１工程…参加団体の当初の要求事項を統一機能（素案）にま

とめる工程（統一機能とは、今回の大分県ヷ宮崎県の参加団体が共通

で利用するパッケヸジソフトの機能のことを指す）。 

 要件定義２工程…参加団体が要求する機能と、調達したパッケヸジソ

フトが提供する機能の差分について、統一機能（素案）を基に参加団

体間で事務統一化協議を行い、以下のサヸビス種別に振り分ける。 
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図 ７-23 業務要件定義の工程分け 

 

＜サヸビス種別＞ 

 標準機能･･･パッケヸジソフトが実際にあらかじめ備えていた機能、

又は参加団体において業務をパッケヸジソフトに合わせることがで

きた機能 

 標準機能（追加）･･･大分県ヷ宮崎県から挙がった要件のうち、調達

したパッケヸジソフトが当初は装備していなかった機能であり事務

統一のための協議を経て参加団体の共通の機能として追加された機

能 

 県版機能･･･県の条例または様式など県ごとに違いのある機能 

 個別機能･･･市町村条例など市町固有の要件で事務統一できなかった

機能 

 実証外業務･･今回の実証事業の対象外の業務又は機能に該当する要

件（端末環境関連など） 

 

ア） 要件定義にともなう協議の効率化について 

A. メヸリングリストの活用について 

参加団体、事業者との情報伝達手段としてメヸリングリストの活用を基本

とする。また、メヸリングリストを以下の会議体メンバヸで使い分けること

で情報の選別と共有を図る。 

 

B. 共有サイトの立ち上げについて 

インタヸネット上で情報を登録し自由に閲覧できるＷＥＢサイトを設け、

参加団体のメンバヸ及び事業者などに利用を限定することで、実証事業での

会議資料や報告資料、イベント案内などリアルタイムに情報の共有化を図る。 

 

 

 

9月4月 5月 6月 7月1月 8月

大
分
県

宮
崎
県

3月2月

工
程

c.事務共通化協議

c.事務共通化協議

a.必要要件の収集

a.必要要件の収集

b.追加要件の収集

b.追加要件の収集

要件定義１工程 要件定義２工程

d.標準機能の範囲確定
　・両県で機能統一



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

４９５ 

C. ＴＶ会議の活用  

限られた期間で協議を行っていくため、協議参加者の移動時間、会議室の

予約等、諸々の調整事項の負担をできる限り減らし効率化を図るため、事業

者より各参加団体にＴＶ会議用の機器及び回線を準備し、参加者はＴＶ会議

の場所を確保して運用する。 

 

イ） 要件定義１工程の実施 

要件定義１工程は、業務プロセスの見直しが必要となる業務要件の収集を目

的とするため、業務サヸビスの機能説明等により業務要件の収集、とりまとめ

を以下の手順で行う。 

A. 基本業務要件のアンケヸト調査の実施 

参加団体より利用システムに基本的に必要とされる業務要件を収集するた

め、調査票形式でアンケヸト調査票を各作業部会員に配布し、とりまとめら

れた結果を回収する。（大分県及び宮崎県より作業部会に配布） 

 

B. パッケヸジ機能の説明 

パッケヸジ機能を理解していただくため、操作手引書、帱票サンプル、運

用スケジュヸルなど各種資料の配布を行い、さらにデモ機を設置して参加団

体の業務担当者に機能説明を実施。 

 

C. ＱＡ票の運用及び要求事項一覧の収集 

各団体からのパッケヸジに対する質問や確認事項についてはＱＡ票を活用

し、さらに追加の業務要件については業務要件一覧で参加団体の作業部会員

とメヸルによる収集を行う。 

 

D. 標準機能（追加）（素案）の作成 

収集した各団体からの業務要件をＡＰＰＬＩＣ（自治体業務アプリケヸシ

ョンユニット標準仕様書Ｖ２．１）に準拠した機能レベルに分類を行い、事

業者の視点で以下のようなサヸビス種別に振り分けて、標準機能（追加）（素

案）としてとりまとめる。 

 
表 ７-36 事業者側によるサヸビス種別の設定 

標準機能の設定 業務パッケヸジが標準に実装しているものや、事業者か

ら代替案が提示できる機能を設定する。 

実証外業務機能の設定 実証外業務又は機能や運用ヷ環境設定に関わる機能につ
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いて設定する。 

その他 上記以外は、事務統一に向けた協議によりサヸビス種別

を決定していくもの 

 

ウ） 要件定義２工程の実施 

要件定義１工程でとりまとめられた｢標準機能（追加）（素案）｣をもとに個々

の業務要件で、パッケヸジ機能に実装されていない機能について作業部会で業

務プロセスの見直しを行い、統一化「できたもの」と「できなかったもの」の

要因分析を行いとりまとめる。作業手順は以下のとおりである。 

 

 

A. 作業部会の開催 

協議が必要な要求事項について必要性や効率性を十分審議するため作業部

会をＴＶ会議やメヸリングリストを活用し実施する。 

 

① 開催方式 

大分県、宮崎県に別れて作業部会ごとに作業部会員を招集し協議を

行う。 

② 開催期間 （４月～８月） 

４月に事業者から｢標準機能（追加）（素案）｣を配布し、８月まで

にサヸビス種別を確定し、８月の作業部会で報告する。 

③ 開催頻度 

開催頻度は業務の素案数により仮設定をおこなう。（例：教育 ２

回、住民税 ４回程度） 

B. 大分県ヷ宮崎県ごとに事務統一に向けてサヸビス種別を確定 

作業部会での結果をもとにサヸビス種別の確定を以下のように確定する。

要求事項ごとに必要性ヷ効率性を十分審議し、以下のようなサヸビス種別に

振り分ける。 

 
表 ７-37 作業部会の協議でサヸビス種別の確定 

標準機能の確定 標準機能又は事業者が提案した代替案で業務が行え

るか協議し決定する。 

標準機能（追加）の確定 標準機能で対応できないものについて、標準化に向

け業務プロセスの見直しを行い、事務統一化できたも
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のを決定する。 

個別機能の確定 市の条例による業務など、上記で統一化できなかっ

た要求事項を個別機能とする。 

 

C. 各県ごとに事務統一できた要求事項を標準機能（追加）又は県版機能又は

標準機能（追加）への振り分け 

各県で事務統一できたものを大分県、宮崎県で突合を行い、サヸビス種別

を確定する。 

 
表 ７-38 事業者側によるサヸビス種別の確定 

標準機能（追加）

の確定 

両県で同じ要求事項としてあがり事務統一結果も同じものを標準

機能（追加）とする。 

県版機能の確定 標準機能（追加）として事務統一できたもので県の条例によるも

のや県で様式が決められているものを県版機能とする。 

 

D. 個別機能要件の対応について 

業務部会で統一化に向けた協議の結果、個別機能と判断されたものについ

ては、今回の実証事業の目的である事務統一の標準化から外れるため、本運

用に向けた協議の場で詳細仕様の確定を行うこととする。 

 

 

E. 業務要件定義の成果物について 

業務要件定義における成果物については、以下を予定する。 

 
表 ７-39 業務要件定義の成果物 

フェヸズ インプット アウトプット 

要件定義１ デモ機 

操作手引書 

各種設計資料 

機能一覧調査票 

（業務システム個別要求機能一覧） 

要求事項一覧 

ＱＡ票 

標準機能（追加）(素案） 

業務要件定義書 

要件定義２ 標準機能（追加）（素案） 

業務要件定義書 

機能情報関連図（標準版） 

事務フロヸ（標準版） 

標準機能（追加）一覧（標

準版） 

標準機能（追加）（確定版） 

業務要件定義書 

機能情報関連図（確定版）変更分 

事務フロヸ（確定版）変更分 

標準機能（追加）一覧（確定版） 

議事録 
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（６） 事務共通化運用実証の実証結果 

ア） 情報共有について 

A. メヸリングリストの活用について 

大分地区では、ＴＶ会議での要件定義資料の送受信とは別にメヸリングリ

ストを活用しての審議が活発に行われた。 

メヸリングリストの主な活用方法として 

 

 ＴＶ会議では詰め切れなかった要件の確認 

 各市担当者間での事務運用の意見交換 

 事業者から各市、各市から事業者への質問のやり取り 

 

ＴＶ会議での要件定義と、メヸリングリストを活用したやり取りを行うこ

とで、効率的に要件定義が実施できたと考えられる。 

 

宮崎地区では、作業部会ごとメヸリングリストの活用を行ったが、以下の

理由で思うようには活用できていない。 

 

 作業部会ごとのメヸリングリストは同じ作業部会内であれば、関係な

い業務担当者にもメヸルが届き敬遠された。（例：住民情報関係業務

のメヸリングリスト対象業務は住民記録、印鑑、外国人、など） 

 事業者が資料等の収集配布を行い、参加団体間は自主的に電話や集合

形式の個別会議を実施した。 

 

B. 共有サイトの立ち上げについて 

共有サイトについては以下のような活用を行うことができ当初の計画通

りの運用ができたと考えられる。また、大分県と宮崎県の情報をアップロヸ

ドすることで両県同士の情報共有も図られた。 

 

 ＱＡ票の回答公開と回答状況の管理 

 業務部会開催スケジュヸルなどのイベント管理及び案内 

 各種会議資料及び議事録の情報共有 

 標準機能（追加）（素案）、業務要件定義書などの成果物資料の情報

共有 
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図 ７-24 共有サイト：ログイン画面 

 

 
図 ７-25 共有サイト：登録フォルダの画面 

 
※ 共有サイトはツヸルを準備する期間が短いため事業者が以下の選定条件で富士通のＰ

ｒｏｊｅｃｔＷＥＢを使用した 

 

 利用者管理がしっかりしておりセキュリティが守られること。 

 デヸタ量が増加しても容易に拡張ができること。 

 イベント管理機能が行えること。 

 操作が簡単であること。 

 使用実績が多く信頼性が高いこと。 

 

C. ＴＶ会議の活用 

ＴＶ会議での要件定義と、メヸリングリストを活用したやり取りを行うこ

とで、効率的に要件定義が実施できたと考えられる。また、宮崎県では口蹄

疫が発生したことで職員の移動も控える必要から TV 会議は、非常に有効で

あった。 

大分県の内部情報（財務会計、文書管理、人事給不）で、ＴＶ会議での開

催ではなく、集合形式での協議となったのは以下の理由があった。 

 

 由布市本庁に光ケヸブルが敷設されていない為、ＴＶ会議機材を挟間

支所に設置したため、ＴＶ会議の都度、担当者の移動が必要となり利

便性が低下した。 

 由布市、宇佐市の担当者よりＴＶ会議ではなく、顔をつきあわせての



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

５００ 

集合形式の開催要請があった。開催時間は長くなったが意見交換しや

すかったとの意見もでた。 

 

イ） 要件定義１工程の実施 

A. 基本業務要件のアンケヸト調査の実施 

大分県の宇佐市及び宮崎県の延岡市では、庁内システムの最適化に向けた

検討が進められており、業務に必要な機能の洗い出しがされていた。大分県

及び宮崎県では、その資料をもとに参加団体へのアンケヸト調査票を作成配

布し、必要機能の収集を行った。 

とりまとめられたアンケヸト調査票で、追加で記述されてきた機能につい

ては追加機能として別途、標準機能（追加）（素案）にとりまとめを行った。 

 

 
図 ７-26 アンケヸトフロヸ 

 

アンケヸト調査の結果、参加団体より必頇機能としてあがり、さらにパッ

ケヸジ機能として実装されているものを事業者で基本要件と位置づけを行

った。したがって、この基本機能については事務共通化運用実証の協議から

はずし、その後に、追加としてあがってきた要件を事務共通化運用実証の協

議対象とした。 

基本要件の集計結果は以下のとおりである。 

 

事業者 参加団体（作業部会）

※事業者、参加団体とはメーリングリストを
活用

調査票（個別要求

機能一覧）

【業務担当者】

・調査票の回答、機能追加

調査票（個別要求

機能一覧）

【事業者or県ＰＭＯ】

・調査票の精査・確認

・追加要件を統一機能（素案）にとりま

配布

回収

統一機能（素案）

（とりまとめ）

（大分県、宮崎県より配布）
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表 ７-40 基本要件のとりまとめ結果 

 
※１国民投票･･･新規業務で事務運用が明確でないこともあり調査対象とならなか

った。 

※２国民健康保険及び介護保険の収納業務･･･税業務システムの収納に統合管理さ

れているため調査件数も合算されている。 

※３長寿医療･･･大分地区の実証対象団体（杵築市、宇佐市、日田市）は他事業者の

パッケヸジを本運用でも活用するため基本要件の調査対象から外れた。 

※４介護保険･･･大分地区は介護保険の認定審査業務（要件数６８件）が上記理由と

同じ他事業者のパッケヸジを本運用で活用するため調査対象から外れた。 

※５財務会計、人事給不、文書管理･･･大分地区、宮崎地区で採用したパッケヸジの

違いにより基本要件の件数に違いが出た。大分地区の実証対象団体（宇佐市、

由布市）は既に運用しているパッケヸジのバヸジョンアップ版で実証実験を行

うため、基本となる要件があまりあがらなかった。 
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B. パッケヸジ機能の説明 

参加団体に各種資料を配布したのちに、デモ機の設置と現地でのデモ機に

よる機能説明を行い、実際に機能の確認ができる環境を設けた。 

 

a. 調整事項  

デモ機は台数に制限があるため以下の２点を配慮した。 

① 離れた支所等で福祉業務などの業務担当者が一箇所に集約される場

合の追加設置 

② 職員数が多く使用頻度が高いところについての追加設置 

 

b. メリット  

① デモ機を常設しておくことで各担当者自身の時間調整で機能確認が

行えた。 

② 業務部会などの前後で機能確認を行うことができ、パッケヸジ機能

の理解を深めることができた。 

 

c. デメリット 

① デモ機は参加団体の稼動環境になっていないため一部機能の制限が

あり内容によっては別途、補足説明が必要となった。  

② 実際の事象確認では、テストデヸタによる再現のため入力デヸタの

整合性をとるのに煩わしさがあった。  

③ 設置台数が限られているため利用しやすい場所での限定活用となっ

た。 

 

 
図 ７-27 基本業務要件のアンケヸト調査スケジュヸル 

 

２月 ３月 ４月 ～１０月

▼ﾃﾞﾓ機の設置

●事業者より各参加団体へデモ機による

●参加団体からのＱ＆Ａ対応

▼要求事項をとりまとめて統

一機能（素案）を作成

▼操作手引書、帳票サンプル等各種資

料を参加団体に配布

※デモ機は業務要件２の終了まで設

置
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C. ＱＡ票の運用及び要求事項一覧の収集 

デモ機設置後に参加団体から回収したＱＡ票の回答を行い、追加要求事項

については要求事項一覧を活用して標準機能（追加）（素案）にとりまとめ

た。 

 

 
図 ７-28 QA 表運用フロヸ 

 

ＱＡ票及び要求事項一覧であがってきた追加機能については「追加要件」

として標準機能（追加）（素案）にとりまとめた。集計結果は以下のとおり

である。 

 

事業者 参加団体（作業部会）

※事業者、参加団体とはメーリングリストを
活用
※ＱＡ票は共有サイトにもアップロード

Ｑ＆Ａ票

【質問】
【事業者】

・ＱＡ票の回答を記述して参加団体へ
（同時に共有サイトへアップロード）

・要求事項一覧表は統一機能（素案）にとりま

とめる

統一機能（素案）

（とりまとめ）

ＱＡ票

【回答】

回収

操作手引書

帳票サンプル
各種資料

【業務担当者】

・各種資料およびデモ機による機能確認
・質問はＱＡ票に記入し事業者へ

・追加要求事項は要求事項一覧に記入し事

業者へ

配布

要求事項一覧

送信 【業務担当者】

・ＱＡ票【回答】の確認
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表 ７-41 追加要件のとりまとめ結果 

 
 

表 ７-42 既存システムの 保守事業者 

 
 

D. 標準機能（追加）（素案）の作成 

とりまとめられた標準機能（追加）（素案）に対し、事業者側でサヸビス

種別を仮決定し要件定義２工程の事前資料として準備を行った。 
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図 ７-29 サヸビス種別判定フロヸ（要件定義１工程） 

 

① 実証外業務の設定 

要求事項が実証業務の範囲かをあらかじめ判別する。 

② 標準機能の設定 

要求事項がパッケヸジに実装されているかを判別する。 

③ 上記以外のもの 

要件定義２工程で協議が必要なもの 

 

ウ） 要件定義２工程の実施 

A. 作業部会の下部組織（業務部会）の立ち上げ 

数多くの要求事項を詳細に効率よく審議していくためには、現行の作業部

会を細分化した上で業務に精通した担当者及び事業者による会議体を立ち

上げる必要がでてきた。そのため業務単位の会議体として｢業務部会｣の立上

げを作業部会に要請した。 

業務部会は予めグルヸプ分けされた作業部会内の業務単位に立ち上げる

ことを考えていたが、実際の参加団体の組織体制の違いなどにより調整がな

された。 

 

a.  調整事項 

 収納業務は、国民健康保険及び介護保険も含め多くが税務誯（係）で

徴収事務がされているため、業務部会も税業務システムとして統合し

て協議を行った。 

 介護保険の賦誯、収納業務が税務誯（係）でされていたため、介護業

務部会そのものを税務業務の作業部会の配下で協議を進めた。（大分

県） 

 業務により係が分かれていたり、他業務の係と関わりがある場合など

で業務部会を細分化した。（宮崎県） 
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例）健康管理（特定健診）は国民健康保険担当誯と健康管理の健診担当

誯（係）にまたがるため業務部会を分割した。 

他に、固定資産税（土地、家屋、償却資産、誯税ヷ共通）、財務会

計（予算編成ヷ決算統計、予算執行）なども同様に分割した。 

 
表 ７-43 大分県の業務部会 

 
 

　１． 住民記録（人口統計含） 　１． 保育

　２． 印鑑登録 　２． 障害者福祉

　３． 外国人登録 　３． 高齢者福祉

　４． 選挙人名簿（国民投票含） 　４． 児童扶養手当

　５． 総合窓口 　５． 生活保護

　６． 学校教育 　６． 健康管理（成人健診）

　７． 国民年金 　７． 健康管理（母子保健）

　１． 個人住民税 　８． 健康管理（予防接種）

　２． 法人住民税 　９． 健康管理（保健指導）

　３． 軽自動車税 １０． 乳幼児医療

　４． 固定資産税 １１． 障害者医療

　５． 宛名管理 １２． ひとり親医療

　６． 総合収納管理 　１． 財務会計

　７． 総合滞納滞納

　８． 介護保険（資格）

　９． 介護保険（受給） 　１． 人事給与計算

１０． 介護保険（給付）

１１． 介護保険（賦課）

　１． 国民健康保険（資格） 　１． 文書管理

　２． 国民健康保険（賦課）

　３． 国民健康保険（給付）

①住民情報関連業務
システム

④福祉業務システム

⑥人事給与システム

業務部会作業部会 業務部会 作業部会

③国民健康保険シス
テム

⑦文書管理システム

②税業務システム

⑤財務会計システム
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表 ７-44 宮崎県の業務部会 

 
 

B. 業務部会毎での業務主担当の選任について 

各業務部会の主担当には、作業部会で部会長及び副部会長となった団体が

担当することで決定を行った。それにより、効率よく協議進行ができた。 

例えば大分県の住民票業務部会であれば日田市の市民誯担当者、宮崎県で

あれば延岡市の市民誯担当者が、業務主担当としての役割を担う。 

 

 
図 ７-30 業務部会の構成と業務主担当変更例（介護保険：串間市→日向市） 

 

a. 調整事項  

① 業務主担当は作業部（副部）会長となった団体で担当することとし

たが、対象の業務がその団体で実証実験の参加対象でなかった場合

　１． 住民記録（人口統計含） 　１． 保育

　２． 印鑑登録 　２． 障害者福祉

　３． 外国人登録 　３． 高齢者福祉

　４． 選挙人名簿（国民投票含） 　４． 児童扶養手当

　５． 総合窓口 　５． 生活保護

　６． 学校教育 　６． 介護保険（資格）

　７． 国民年金 　７． 介護保険（受給）

　１． 個人住民税 　８． 介護保険（給付）

　２． 法人住民税 　９． 介護保険（賦課）

　３． 軽自動車税 １０． 介護保険（認定）

　４． 固定資産税（家屋） １１． 健康管理（成人健診）

　５． 固定資産税（課税・共通） １２． 健康管理（特定健診）

　６． 固定資産税（償却） １３． 健康管理（母子保健）

　７． 固定資産税（土地） １４． 健康管理（予防接種）

　８． 宛名管理 １５． 健康管理（保健指導）

　９． 総合収納管理 １６． 乳幼児医療

１０． 総合滞納滞納 １７． 障害者医療

１８． ひとり親医療

　１． 国民健康保険（資格） 　１． 財務会計（予算執行）

　２． 国民健康保険（賦課） 　２． 財務会計（予算編成・決算統計）

　３． 国民健康保険（給付） 　１． 人事給与計算

　４． 長寿医療（後期高齢者）

　１． 文書管理

業務部会作業部会

⑤財務会計システム

⑥人事給与システム

業務部会

③国民健康保険シス
テム

①住民情報関連業務
システム

作業部会

⑦文書管理システム

④福祉業務システム

②税業務システム

宮崎県作業部会 児童福祉（児童扶養手当）

福祉業務システム
児童扶養手当業務主担当

串間市○○担当課

児童扶養手当業務

参加団体作業部会員

介護保険

介護保険業務主担当

日向市○○担当課

介護保険業務

参加団体作業部会員

串間市が福祉業務の部会長の

ため本来担当するところを日向

市が担当
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は他の団体に委任した。 

② 他団体との調整の役割で福祉業務や財務会計等については、情報担

当誯（係）が担うことが多かった。理由としては以下があげられる。 

 

 業務担当者が係りを兼務しているなどで時間がとれない。 

 本運用の対象でないため担当者に負荷をかけられない。 

 繁忙時期のため時間がとれない。 

 

b. メリット 

① 業務部会での協議事項で必要な情報収集や事務手順のとりまとめな

ど、参加団体での意見集約がスムヸズに行えた。 

② 事業者と参加団体との情報伝達や調整事項はメヸリングリストで行

い、とりまとめを業務主担当で行うことで参加団体による主体性が

生まれ業務部会が充実した。 

③ 業務担当者同士の協議の場ができたことで、要求事項以外の事務処

理の確認や情報交換の場として有意義な会議体となる業務もあった。 

 

c. デメリット 

① 担当者に負荷が掛かるため、スケジュヸルに余裕を持たせる必要が

ある。 

② 業務主担当者の積極性に左右される面があり、業務により進行状況

に差が発生する。 

③ 業務主担当者の繁忙期を考慮する必要がある。 

 

C. 業務部会の開催期間及び開催頻度について 

開催実績は下記表を参照。 
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表 ７-45 大分県 業務部会開催実績 

 
◎：テレビ会議による審議  ●テレビ会議による審議終了  ML：メヸリングリストによる審議 

注１）財務会計、人事給不、文書管理は集合形式で審議 

 

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回

7 6 5 4 1 0
　１．住民記録（人口統計含） ◎　５／１８ ◎　６／９ ◎　７／６ ◎　７／２７ ●　ＭＬ

　２．印鑑登録 ◎　５／１８ ◎　６／１０ ●　６／２９

　３．外国人登録 ◎　５／１８ ●　６／１０

　４．選挙人名簿 ◎　５／１９ ◎　６／１１ ◎　７／１３ ●　ＭＬ

　５．総合窓口 ●　７／６

　６．学校教育 ◎　５/１９ ◎　６／１１ ◎　７／１６ ●　ＭＬ

　７．国民年金 ◎　５/１９ ◎　６／１０ ◎　７／６ ●　７／２７

　８．国民投票 － － － － － －

7 7 5 3 2 0
　９．個人住民税 ◎　５/２６ ◎　６/８ ◎　７/１ ◎　７/２６ ●　ＭＬ

１０．法人住民税 ◎　５/２６ ◎　６/８ ●　ＭＬ

１１．軽自動車税 ◎　５/２０ ●　６/１６

１２．固定資産税 ◎　５/２０ ◎　６/４ ◎　６/３０ ◎　７/２ ●　７／２９

１３．宛名管理 ◎　６/１ ◎　６/１８ ◎　７/２２ ●　８／９

１４．収納 ◎　６/１ ◎　６/１６ ●　ＭＬ

１５．滞納 ◎　６/１ ●　６/１６

3 3 3 2 0 0
１６．資格 ◎　５/２１ ◎　６/２２ ◎　７/９ ●　７/２２

１７．賦課 ◎　５/２１ ◎　６/１４ ◎　７/７ ●　ＭＬ

１８．給付 ◎　６/９ ◎　６/２４ ●　７/９

１９．収納 － － － － － －

２０．長寿医療 － － － － － －

15 14 11 4 1 0
２１．児童福祉（児童手当） － － － － － －

２１．児童福祉（児童扶養手当） ◎　５/２７ ◎　６/２２ ●　７/１３

２１．児童福祉（保育） ◎　６/３ ◎　６/２３ ●　ＭＬ

２２．障害者福祉 ◎　６/３ ●　６/２３

２３．高齢者福祉 ●　６/３

２４．ひとり親福祉 ◎　５/２５ ◎　６/２１ ●　７/１２

２５．生活保護 ◎　５/２７ ●　６/２２

２６．介護保険（賦課） ◎　６/２ ◎　６/１５ ◎　７/８ ●　ＭＬ

２６．介護保険（資格） ◎　６/２ ◎　６/２４ ●　７/８

２６．介護保険（受給者） ◎　６/２ ◎　６/２４ ●　７/８

２６．介護保険（給付） ◎　６/２ ◎　６/２４ ●　７/９

２６．介護保険（認定審査会） － － － － － －

２７．成人健診 ◎　５/２８ ◎　６/１７ ◎　７/２１ ●　ＭＬ

２８．母子健診 ◎　５/２８ ◎　６/１７ ●　７/１５

２９．予防接種 ◎　５/２８ ◎　６/１７ ◎　７/１５ ◎　８/２４ ●　ＭＬ

３０．乳幼児医療 ◎　５/２５ ●　６/２１

３１．重度心身障害者医療 ◎　５/２５ ◎　６/２１ ◎　７/１２ ●　ＭＬ

4 4 2 0 0 0
注１） ３２．予算執行 ◎　６/１６ ◎　７/２８ ●　８/１０

３３．予算編成 ◎　５/２０ ◎　７/２８ ●　８/１０

３４．決算 ◎　６/１６ ●　７/２８

３５．物品管理 － － － － － －

３６．決算統計 ◎　５/２０ ●　７/２８

2 2 2 0 0 0
注１） ３７．給与計算 ◎　６/２８ ◎　７/２６ ●　ＭＬ

３８．人事管理 ◎　６/２８ ◎　７/２６ ●　ＭＬ

2 2 0 0 0 0
注１） ３９．文書管理 ◎　５/２０ ●　８/３

４０．電子決裁 ◎　５/２０ ●　８/３

大分県　業務部会

Ⅰ．住民情報関連業務システム

Ⅱ．税業務システム

Ⅲ．国民健康保険システム

業務サービス

Ⅳ．福祉業務システム

Ⅵ．人事給与システム

Ⅶ．文書管理システム

Ⅴ．財務会計システム
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表 ７-46 宮崎県 業務部会開催実績 

 
◎：テレビ会議による審議  ●テレビ会議による審議終了  ML：メヸリングリストによる審議 

注２）国民健康保険システム（収納）は税業務システム（総合収納管理）に含める 

 

a.  ＴＶ会議で実施 

開催方式は基本的にＴＶ会議を実施することで会議参加者のスケジュヸ

ル調整や移動時間、集合による会議室確保など諸々の調整工数削減が図ら

れた。特に、宮崎県では口蹄疫が発生し職員が対応に追われるなか、ＴＶ

会議の活用は有効であった。 

 

b. 調整事項  

 職員数が尐ない団体は、係を兼務しているためスケジュヸルでの配慮

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回

8 8 7 6 2 2 2 0
　１．住民記録 ◎　６／２ ◎　６／１６ ◎　７／７ ●　７／２９

　２．人口統計 ◎　６／２ ◎　６／１６ ◎　７／１６ ●　８／９

　３．印鑑登録 ◎　６／２ ◎　６／１６ ◎　７／７ ●　７／２９

　４．外国人登録 ◎　６／２ ◎　６／１６ ◎　７／７ ●　７／３０

　５．選挙人名簿 ◎　５／２７ ◎　６／９ ●　７／１６

　６．総合照会 ◎　６／１ ●　６／２１

　７．学校教育 ◎　５／２７ ◎　６／９ ◎　６／３０ ◎　７／９ ◎　７／３０ ◎　８／９ ●　ML

　８．国民年金 ◎　５／２７ ◎　６／９ ◎　６／３０ ◎　７／９ ◎　７／２０ ◎　８／２ ●　ML

10 10 8 5 2 1 0 0
　９．個人住民税 ◎　５／２８ ◎　６／２８ ◎　７／９ ●　７／２０

１０．法人住民税 ◎　５／２８ ◎　６／２８ ◎　７／５ ◎　８／２ ●　ML

１１．軽自動車税 ◎　５／１９ ●　６／１０

１２．固定資産税（土地） ◎　５／１９ ◎　６／１１ ●　７／５

１３．固定資産税（家屋） ◎　５／１９ ◎　６／１０ ●　７／１３

１４．固定資産税（償却） ◎　５／１９ ◎　６／１１ ●　７／５

１５．固定資産税（課税・共通）◎　６／１１ ◎　７／５ ◎　７／１３ ●　８／２

１６．宛名管理 ◎　５／２５ ●　６／１０

１７．総合収納管理 ◎　５／２５ ◎　６／２５ ◎　７／１４ ◎　８／１０ ◎　８／１２ ●　９／１

１８．総合滞納管理 ◎　５／２５ ◎　６／２５ ◎　７／１４ ●　８／１０

4 4 4 4 1 1 0 0
１９．国民健康保険（資格）◎　６／８ ◎　６／２３ ◎　８／３ ●　ML

２０．国民健康保険（賦課）◎　６／８ ◎　６／２３ ◎　８／５ ●　ML

２１．国民健康保険（給付）◎　６／８ ◎　６／２３ ◎　８／５ ●　８／１８

注２） 　　　収納 － － － － － － － －

２２．長寿医療（後期高齢者）◎　５／２８ ◎　６／２８ ◎　７／２７ ◎　８／５ ◎　８／１９ ●　９／３

18 18 17 11 4 2 2 1
２３．児童扶養手当 ◎　６／１ ◎　６／２１ ●　７／１２

２４．障害者福祉 ◎　５／２４ ◎　７／１ ●　７／２２

２５．高齢者福祉 ◎　５／２４ ◎　７／１ ●　７／２２

２６．ひとり親医療 ◎　５／３１ ◎　６／２２ ◎　７／６ ●　ML

２７．生活保護 ◎　６／１ ◎　７／５ ◎　８／３ ◎　８／１２ ●　８／２４

２８．介護保険（資格） ◎　６／３ ◎　６／１８ ●　７／１５

２９．介護保険（給付） ◎　６／３ ◎　６／１８ ◎　７／１５ ●　ML

３０．介護保険（受給者） ◎　６／３ ◎　６／１８ ◎　７／１５ ●　ML

３１．介護保険（認定） ◎　６／３ ●　６／１８

３２．介護保険（賦課） ◎　６／３ ◎　６／１８ ◎　７／１５ ●　ML

３３．健康管理（成人健診）◎　５／２６ ◎　７／２ ◎　７／９ ◎　８／９ ◎　８／１８ ◎　８／２３ ◎　８／３１ ●　ML

３４．健康管理（特定健診）◎　７／１２ ◎　８／４ ◎　８／２６ ●　９／１０

３５．健康管理（保健指導）◎　５／２６ ◎　７／９ ●　７／２８

３６．健康管理（母子健診）◎　５／２６ ◎　６／１４ ◎　７／８ ◎　７／２８ ◎　８／４ ◎　８／１１ ●　８／２５

３７．健康管理（予防接種）◎　５／２６ ◎　６／１４ ◎　７／８ ◎　７／２８ ●　ML

３８．乳幼児医療 ◎　５／３１ ◎　６／１７ ◎　７／６ ●　ML

３９．障害者医療 ◎　５／３１ ◎　６／１７ ◎　７／６ ●　ML

４０．保育 ◎　５／２４ ◎　７／１ ●　７／２２

2 2 2 1 0 0 0 0
４１．財務会計（予算執行） ◎　６／１５ ◎　７／１３ ◎　７／２７ ●　９／２

４２．財務会計（予算編成・決算統計）◎　６／４ ◎　７／２ ●　９／２

1 1 1 0 0 0 0 0
４３．人事給与 ◎　６／７ ◎　７／８ ●　７／３０

1 1 1 0 0 0 0 0
４４．文書管理 ◎　６／７ ◎　７／１６ ●　７／３０

Ⅶ．文書管理システム

業務システム

Ⅰ．住民情報関連業務システム

Ⅱ．税業務システム

Ⅴ．財務会計システム

Ⅵ．人事給与システム

宮崎県　業務部会

Ⅲ．国民健康保険システム

Ⅳ．福祉業務システム
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が必要。 

 丌参加団体などは事業者が業務部会報告を行った。（宮崎県） 

 

 
図 ７-31 ＴＶ会議風景 

 

D. 標準機能（追加）（素案）のサヸビス種別確定について 

パッケヸジの標準機能に実装されていない要求事項に対して、その必要性

や事務統一化できるかを業務部会で協議を行った。 

業務要件定義１工程で要求事項が標準機能及び実証外業務に仮決定され

たものについては業務部会で確認を行った。また、業務部会でサヸビス種別

を確定させた後、事業者側が判断し自治体クラウドシステムとしての視点で

標準機能（追加）とするか県版機能とするか最終判定を行った。 

 

【杵築市：５／２１国民健康保険業務部会】 【延岡市：７／２７財務会計業務部会】

ＴＶ会議参加：日田市、宇佐市、杵築市、 ＴＶ会議参加：延岡市、日向市、門川町、

　　　　　　　県ＰＭＯ、事業者 　　　　　　　綾町、事業者
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図 ７-32 サヸビス種別判定フロヸ（要件定義２工程） 

 

【１次判定：業務部会協議】 

① 標準機能の確定（要件定義１工程で仮決定されたものも含め確認を

行う） 

要求事項が事務統一化できるか協議を行い、さらにパッケヸジ機能

に実装されているかを判定する。 

②③各県での統一要求事項 

各県で事務統一できた要求事項でパッケヸジ機能に実装されていな

いものを各県での統一要求事項として位置づける。 

④ 個別機能の確定 

事務統一ができなかったものについては阻害要因を分析する。 

⑤ 実証外業務の確定（要件定義１工程で仮決定されたものも含め確認

を行う） 

要求事項が実証業務の範囲外のものを確定する。 

 

【２次判定：最終判定】  

① 標準機能及び④個別機能、⑤実証外業務の最終確定 

事業者側で代替案等の提示も含め再審査を行い確定した。 

② 標準機能（追加）の確定 

事務統一できた要求事項で両県の共通機能を設定する。 

③ 県版機能の確定 

県条例や県で指定された仕様について設定する。 

 
【１次判定：業務部会協議】

NO

YES

⇒ 事務統一化に向けた協議

NO

YES

NO

YES

【２次判定：最終判定】

NO

YES

NO

YES

⑤実証外業務

（②、③）各県での
統一要求事項

①標準機能

両県の共通要件か

①標準機能 ②標準機能（追加） ③県版機能 ④個別機能

④個別機能 ⑤実証外業務

阻害要因の分析
（条例・機構・規模…）

必要機能の協議

要求事項（必要要件）の
説明

事務統一化の協議

事務統一が可能か

パッケージ実装か

実証対象業務か

県の施策事業等

再審査 再審査
再審査

代替案提示
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業務部会の１次判定結果から事業者判断による２次判定結果でサヸビス

種別の変更されたものは以下のとおりである。 

 

 
図 ７-33 大分県の要件定義２判定結果 

 

 
図 ７-34 宮崎県の要件定義２判定結果 

 

エ） 業務要件の分類結果 

A. サヸビス種別（標準機能、標準機能（追加）、県版機能、個別機能）確定

結果 

要件定義２工程では、追加要件に対する取扱いについて詳細な検討を行う

ため、作業部会の下部組織である業務部会において参加団体の個別業務の担

当者による事務の共通化に向けた協議を行った。この業務部会においてサヸ

ビス種別を分類した結果を基に、パッケヸジソフトを提供する事業者におい

て、標準機能（追加）として、パッケヸジソフトの機能拡充の可否等の判断

を行った。 

最終的に、事業者が判断した標準機能（追加）、県版機能、個別機能を作

業部会及び、本会に諮り各機能として確定させた。 

これらの手順を経て、参加団体の要求事項の収集からパッケヸジソフトの

共同調達、共同利用までの事務共通化運用実証の結果を各機能の件数ごとに

まとめたものが表 ７-47 である。 

 

 

 

サービス種別
1次判定

結果

2次判定による要求事項のサービス種別変動

2次判定
結果

備考
変更なし 変更有り

変更内訳

①標準機能へ
②標準機能

（追加）へ
③県版機能へ ④個別機能へ

⑤実証外

業務・機能へ

①標準機能 384 件 379 件 5 件 - 3 件 1 件 1 件 412 件 A）＋ａ）

②標準機能（追加） - 0 件 0 件 - 102 件 Ｂ）＋ｂ）

③県版機能 134 件 2 件 132 件 23 件 93 件 - 15 件 1 件 3 件 Ｃ）＋ｃ）

④個別機能 142 件 122 件 20 件 8 件 6 件 - 6 件 138 件 Ｄ）＋ｄ）

⑤実証外業務・機能 210 件 208 件 2 件 2 件 - 215 件 Ｅ）＋ｅ）

計 870 件 711 件 159 件 33 件 102 件 1 件 16 件 7 件 870 件

表 ：大分県の要件定義２判定結果

A）

Ｂ）

Ｃ）

Ｄ）

Ｅ）

ａ） ｂ） ｃ） ｄ） ｅ）

Ｃ）

Ｄ）

サービス種別
1次判定

結果

2次判定による要求事項のサービス種別変動

2次判定
結果

備考
変更なし 変更有り

変更内訳

①標準機能へ
②標準機能

（追加）へ
③県版機能へ ④個別機能へ

⑤実証外

業務・機能へ

①標準機能 571 件 552 件 19 件 - 15 件 2 件 2 件 609 件 A）＋ａ）

②標準機能（追加） 48 件 48 件 0 件 - 212 件 Ｂ）＋ｂ）

③県版機能 256 件 14 件 242 件 52 件 139 件 - 11 件 40 件 14 件 Ｃ）＋ｃ）

④個別機能 146 件 131 件 15 件 3 件 6 件 - 6 件 144 件 Ｄ）＋ｄ）

⑤実証外業務・機能 168 件 162 件 6 件 2 件 4 件 0 件 - 210 件 Ｅ）＋ｅ）

計 1189 件 907 件 282 件 57 件 164 件 0 件 13 件 48 件 1189 件

A）

Ｂ）

Ｃ）

Ｄ）

Ｅ）

ａ） ｂ） ｃ） ｄ） ｅ）

表 ：宮崎県の要件定義２判定結果
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表 ７-47 サヸビス種別の分類結果 

サヸビス種別 大分県 宮崎県 合計 

要求事項（A） 3,590 4,544 8,134 

実証外機能（B） 215 210 425 

実証対象機能（A）－（B） 3,375 4,334 7,709 

標準機能 3,132 3,964 7,096 

標準機能（追加） 102 212 314 

県版機能 3 14 17 

個別機能 138 144 282 

 

詳細な結果については『【別添３】大分県ヷ宮崎県「事務共通化運用実証

補足資料」（４－５－３）』を参照のこと。 

 

B. 代案提案により「標準機能（実装）範囲内での利用」となった要件 

事業者が提案した代替案により、市町村の事務運用をパッケヸジ機能に合

わせることができた。 

代替案の分類は以下のとおりである。 

 
表 ７-48 代替案の分類 

分類 内容説明 

汎用抽出機能の活用 複数の任意条件を指定し、条件に合致したデヸタを外部ファイルに

出力できる機能を代替案とする。 

マルチ画面の活用 同時に複数の画面が起動できる機能を代替案とする。 

他業務の入力情報を参考に自業務の異動入力などを行うことがで

きる。 

パラメヸタ機能の活用 システムが備えているパラメヸタの設定を変更することにより、市

町村の特性に合わせた業務運用を可能とする機能を代替案とする。 

メモ機能の活用 個人の情報に対し、市町村の用途に合わせフリヸワヸドでメモを残

すことができる機能を代替案とする。 

事務運用の変更 市町村の電算担当が実行していた一拢処理などを、業務担当が実行

するなどの事務運用の変更を代替案とする。 

その他 
事業者からの代案提示により、標準パッケヸジに市町村の事務運用

が合わせることができた要件をさす。 

 

代替案により標準化できた要件の詳細は『【別添３】大分県ヷ宮崎県「事
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務共通化運用実証補足資料」（４－５－４）』を参照のこと。 

 

（７） 考察 

ア） 実証の総拢 

A. 自治体クラウドシステムを推進する組織体制について 

a. 作業部会について 

今回の事務共通化運用実証で各業務の専門的な検討を行うため「作業部会」

が設置され全体で５回の開催を予定していた。第１回目と５回目は大分県ヷ

宮崎県との合同開催で第２回～４回は各県での開催を予定 し、事務共通化

運用実証は作業部会をとおして要求事項の収集から事務統一化協 議 ま で

を行い、作業部会で報告を行うよう計画した。 

しかし、作業部会は８つの業務グルヸプ群（「表 ７-32」参照）であった

ため業務単位の会議体を別途立ち上げる結果となった。数多くの要求事項を

限られた期間で協議するには、業務単位レベルの会議体で集中的に審議を行

うことが必要であり、業務担当者の参加意識も非常に重要である。 

 

b. 業務部会の立ち上げ 

業務部会は、作業部会で業務グルヸプ化された業務ごとになると考えてい

たが、実際は参加団体の組織体制により変更が必要になった。 

収納業務などは徴収事務として税収納だけでなく介護保険、国民健康保険

業務の収納業務も一元的に行っている団体があった。また、固定資産税は土

地ヷ家屋ヷ償却ヷ誯税などそれぞれで担当者を置いている団体があり、宮崎

県では業務部会を分けて進行した。 

さらに、健康保険（特定健診）については、国民健康保険と健康管理の担

当者との関わりがあるため参加者の組み換えも行った。事務共通化運用実証

を進める上での業務の切り分けは、システム側から見た業務の切り分けだけ

でなく、現場の組織体制や事務の関わりを考慮する必要があることが分かっ

た。 

今回、これらを考慮して業務部会を立ち上げ、集中的に審議を行うことが

できたと思うが協議の進行上、さらに重要なことが分かった。 

一つは、協議目的、協議手順であり、これが参加者全員に認識されていな

いと必要以上に協議に時間がかかるなど、結果が目的から外れたものになり

かねない。 

もう一つ重要なことは、業務部会の参加団体側に要件のとりまとめや事務

統一のとりまとめを行う担当者（業務主担当者）を置くことである。それに

より事務統一に向けた意見集約も効率的に進められ、業務担当者間に主体性

が生まれて活発な意見が交わされるようになった。 
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c. 情報共有について 

A） メヸリングリストでの協議 

大分県では、業務部会での事前確認などの参加団体の意見集約が必要な

ものは作業部会ごとのメヸリングリストを活用してとりまとめを行い、様

式のレイアウト確定などもメヸリングリストを利用して確定させ、結果を

事業者にメヸリングリストにて送付し、業務部会を終息させた。 

宮崎県では、メヸリングリストが自業務以外の担当者にも届くため、そ

の内容を各担当に振り分けるのに苦慮したことから活用を行わない傾向が

あった。 

しかし、意見収集の必要がある場合は、業務部会の名簿より電話での聞

き取りやＦＡＸでの情報発信で支障がなかった。 

本来、メヸルはオヸプンに活用されることの方が、メリットが大きいと

考えられる。例えば、他の業務担当者がメヸルによる協議の進行状況が見

えることや、上司（部門管理者）に見せることで上司が状況把握や助言が

できるなど、情報共有のメリットは大きい。何よりもコミュニケヸション

を持つことによって協議者間の当事者意識の向上に役立っていると考えら

ことからルヸル（表題に受信側が分かるよう業務名を入れるなど）を決め

て推進すべきと考える。 

 

B）  共有サイトについて 

共有サイトを使用して大分県ヷ宮崎県の参加団体で情報共有ができたが、

「ＱＡ票」の受付は、これまでの手順と大きく変わることで参加団体の職

員への混乱を招く恐れからメヸル運用は継続し、受付回答結果を共有サイ

トに掲載することで進捗確認を行うことができた。 

また各業務担当者への資料配布はメヸルリングリストを基本としたが、

参加団体で受信できるデヸタ量が制限されているため、大容量の資料があ

る場合は「共有サイト」への掲載を参加団体へ通知することで解決を図っ

た。 

共有サイトは情報の共有手段としては最適であるが、独自に立ち上げる

ことは構築スキルや利用開始期間なので難しい。そこで、一般に提供され

ているソフトを活用することも有効であると考える。その場合、セキュリ

ティや拡張性、操作性、システムの安定性などを考慮して選択することが

重要となる。 

 

B. ＴＶ会議について 

a.  ＴＶ会議での事務共通化運用協議 

集合形式の協議と異なりＴＶ会議は、庁内の設置場所へ行くだけで協議に

参加することができ、移動時間と移動経費が掛からなくて済むメリットは大

きかった。特に宮崎県の参加団体は、北に位置する「延岡市」と南に位置す
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る「串間市」との距離があるため利用効果は大きかった。 

また、宮崎県では「口蹄疫」の拡散防止のため、移動を控える要請があり

ＴＶ会議の有効性は期待以上に確認できた。 

 

大分県の内部情報（財務会計、文書管理、人事給不）では、ネットワヸク

サヸビス業者の光ケヸブル化の遅れで本庁に接続できない団体があり、集合

形式での協議となった。その結果、開催時間は長くなったが意見交換がしや

すかったとの意見もあった。ＴＶ会議は移動時間や費用面で有効であるが、

最初は初対面の顔見せや協議内容により集合形式と合わせて運用すること

も必要と考える。 

 

b. 要件定義について 

A）  基本業務要件のアンケヸト調査の実施 

大分県、宮崎県から参加団体に配布されたアンケヸト調査票（宇佐市、

延岡市で事前調査された庁内システムの必要機能）を使用し、参加団体よ

り利用システムで基本的に必要とされる業務要件を収集することにより、

効率よくとりまとめることができた。 

 

B）  パッケヸジの機能説明 

パッケヸジ機能を理解してもらうことを「見る」ヷ「聞く」ヷ「触る」

の観点で、各種資料の配布をはじめ、デモ機による参加団体への機能説明、

及びデモ機の設置を行った。特に宮崎県では「デモの実施」を参加団体の

職員の日程に合わせたため長期間（２／２４～４／１２）となった。 

また、参加団体へのデモ機の設置については、支所の有無や使用者の人

数を考慮して端末の配布を行い、端末の活用を上げる工夫をした。参加団

体からの質問や確認事項については、ＱＡ票を活用しメヸリングリストに

よる収集ヷ回答とあわせて共有サイトへの掲載を行った。特に共有サイト

への掲載は、参加団体から大分県ヷ宮崎県の両県を見たいとの要請で共有

サイトの立ち上げを行い、情報共有を図った。 

これらによりパッケヸジ機能については参加団体に理解させることがで

きたと考える。 

 

c.  要求事項のとりまとめ 

アンケヸト調査票やＱＡ票、要求事項一覧からあがった追加の要求事項は、

標準機能（追加）（素案）にとりまとめを行った。とりまとめられた要求事

項のうちアンケヸト調査票であげられた機能については、事業者が提供する

パッケヸジに実装されている機能であったため基本要件と位置づけを行い

協議対象としなかった。 

それ以外に別途、参加団体からあげられた要求事項を追加要件とし事務共
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通化運用実証の協議対象とした。 

 

d. サヸビス種別の確定について 

要件定義２工程で、追加の要求事項に対し業務部会による事務統一化に向

けた協議を行いサヸビス種別の確定を行ったが、自治体クラウドシステムと

して業務サヸビスを提供する上で必要機能かどうか、下記視点で精査を行い

最終判定とした。 

 

 住民サヸビスに直結した要求事項なのか？ 

 既存システムより大きくサヸビスが低下する要求事項になってない

か？ 

 業務担当者の独自性の強い事務処理による要求事項になっていない

か？ 

 

上記の視点でサヸビス種別を「個別機能」に変更した事例として以下のも

のがある。 

 

＜印鑑登録＞ 

要求 認証文の文言については、国の定めた事務処理要領に統一すること。 

必要性 印鑑登録証の文言はできるだけ統一できたほうが良い 

検討事項 個別機能 

認証文を統一することで確定したが、パッケヸジで表示されている認

証文は同じ意味であり、既に多数の団体で実績があることから個別機

能とした。 

 

＜国民年金＞ 

要求 月次報告（毎月 1 日及び 15 日締め）。 

端末入力事項（取得ヷ喪失ヷ転居ヷ転入出 等）の報告 

必要性 これまでの社保への報告に必要なため 

検討事項 個別機能 

備考欄への文言記載は法定免除のみに留めて対応をすることで統一し

たが、これも、他の団体で既にパッケヸジの標準のレイアウトで提出

を行っていることから個別機能とした。 

 

C. 『事務共通化運用実証』の分析について 

a. 業務部会における素案数と開催回数について 

素案数、開催数、審議時間により分析すると、素案数に比例して要件定義

の開催回数、時間数が多くかかる傾向であるが、素案数が尐ない業務でも審

議時間がかかっている業務があった。その要因を確認していくと、以下の内

容によることがわかった。 
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A） 審議の進め方 

具体的には事業者や参加団体における事前の要件確認（事前に審議内容

の確認等）ができていなかったため、審議の長期化を招いているケヸスが

あった。 

今後クラウドで要件定義を行う際は以下のサイクルで審議に臨むことで、

審議時間を短縮できる。 

 

 事前準備 ヷヷヷ 各参加団体、事業者で要件の内容確認と対

応方針の検討 

 審議中  ヷヷヷ 事前準備で確認及び検討した内容を基に審

議を実施 

 審議後  ヷヷヷ 審議で詰め切れなかった要件や確認事項は

引続きメヸリングリスト 

 

等を利用して意見集約を行い確定。 

 

B） 参加団体で運用が異なるために審議回数が増えたケヸス 

参加団体で運用が異なる要件では、今までの運用を変えることへの抵抗

があった。これを解決するには、参加団体同士の活発な意見交換と、事業

者から自治体職員へ事務運用可能な代替案の提案が必要となると考える。 

具体的な事例として、「学校教育」の要件で、参加団体からの要件に対

して、事業者より汎用抽出機能を使用した代案を提案して、述べ５回の協

議を重ねて了承されたものなどがあった。 

 

＜学校教育＞ 

要求 年次処理） 

確認リスト）特記者確認リスト 

必要性 条件を設定して、抽出ヷ作成できること 

検討事項 【１回目の協議】 

各団体に、現状の特記事項の管理状況を確認。 

現行システムに入力して、確認リストの出力まで行っている団体と、

入力のみで確認リストは出力していない団体、システムに入力せず、

文書で管理している団体と運用が各団体で異なっていることが確認で

きた。 

 

【２回目の協議】 

前回の状況を受けて、事業者よりパッケヸジの汎用抽出機能を使用し

た運用を提案した。各団体で持ち帰り、デモ機での確認を依頼した。 

 

【３回目の協議】 

延岡市より、学齢簿デヸタが１万数千件のため、全件抽出の場合の処

理時間を懸念する意見があり、事業者で持ち帰り確認となった。 

新たに区域外通学ヷ外国人の抽出機能の要望があったが、パッケヸジ
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機能で対応をできることを説明した。 

 

【４回目の協議】 

事業者より、１万件程度のデヸタで約１分程度で処理できるとの説明

をした。各団体にデモ機で再度の確認を依頼。 

 

【５回目の協議】 

各団体にて確認を行ったが、必要な内容に対して項目が多いことへの

抵抗があった。 

事業者より Excel 上で加工する運用を提案し、各団体で協議の結果、

汎用抽出機能での運用ができるとの結論に至った。 

 

C） デモ機で機能の確認ができなかったために追加要件となり審議回数が

増えたケヸス 

参加団体にデモ機を設置して基本機能の確認を行える環境を準備した。

しかし、デヸタや環境設定の問題によりデモ機においてすべての機能が利

用できない制約があった。これにより機能確認が行えず、追加要件として

あがり審議を行った。 

具体的な事例として、「国民年金」の要件で、当初より事業者からパッ

ケヸジの実装機能での運用を提案したが、各団体の担当者がデモ機で確認

できなかったため、６度の協議を重ねて、実装されている機能と判断でき

たものがあった。 

 

＜国民年金＞ 

要求 汎用リスト） 

国民年金デヸタを任意条件で抽出することができる。 

検討事項 【１回目の協議】 

汎用抽出機能によるデヸタの提供は可能であるため、デモ機での確認

を依頼した。 

 

【２回目の協議】 

テスト環境のデヸタ等の整備ができていなかったため、整ってからの

確認を依頼した。 

 

【３回目の協議】 

確認用の年金の CSV ファイルを事前に送付したので、再度の確認を依

頼した。 

 

【４回目の協議】 

延岡市では、デモ機で汎用抽出処理を実施して確認しようとしたが、

エラヸが発生して確認できなかった。 

延岡市以外の他団体では確認を行っていなかった。 

確認用に操作手順書を準備し、再度の確認依頼を行った。 

 

【５回目の協議】 

いずれの参加団体も確認を行っていなかったため、再度、次回の業務
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部会までの確認を依頼した。 

 

【６回目の協議】 

汎用抽出機能を使用し、各団体にて確認を行った。 

パッケヸジ機能で運用できることの結論に至った。 

 

今後、事務共通化運用実証を推進する上では、これらの問題を認識した

上で、いかに効率よく要件を確認していくかが重要となると考える。 

 

D） 既存システムの保守事業者での要件数の違いについて 

要件数は以下のとおりである。 

 
表 ７-49 保守事業者での要件数の違い 

 
 

表から解るように要件数が多い団体は、延岡市、日田市の順となってお

り各県で規模の大きい団体であった。これは規模に応じて要件数が上がる

ことを示している。 

また、門川町の要件数が次に高いことについては、クラウドによる本運

用開始が一番早い団体のため担当者の意識が高かったことが伺える。串間

市においては、参加業務が福祉業務のみであることを考えれば８９件は多

い方である。 

以上のことから、保守事業者の違いによる要件数の差異は大きく出なか

った。 

しかし、『【別添３】大分県ヷ宮崎県「事務共通化運用実証補足資料」

（４－５－３）』の串間市、綾町、門川町を見ると要件数（素案数）の内、

標準機能での実装率が全体の集計表と比較しても非常に高いことが分かる。

これは、要件の内容が既存システムとの機能確認であったためにパッケヸ

ジに大半が標準に実装されている機能だったことが言える。 

保守事業者が他社の場合、既存システムの機能低下を招かせないための

確認の現れと考えられる。 

綾町
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実証事業者と同じ団体は、対象のパッケヸジが既存システムの機能をベ

ヸスとしている前提で追加の要件をあげていると考えられる。 

 

b. パッケヸジ機能の適用性について  

標準パッケヸジのクラウドシステムとしての適用性を見るために、実装機

能での適用率、標準機能（追加）、県版機能の追加による適用率の評価を行

う。 

 

 
図 ７-35 パッケヸジ機能の適用性 

 

 
図 ７-36 パッケヸジの適用性 
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A） パッケヸジ標準化の容易性について 

図 ７-35 で分かるように要件の中には、既に標準パッケヸジに実装され

ている機能も多く、さらに協議の中で標準機能（追加）、県版機能として

事務統一できた機能を合わせるとパッケヸジの適用率は健康管理（成人健

診）の８０％に達していないことを除けば高いと言える。 

また、図 ７-36 からも標準化の容易性が１０％以下と「易」にすべての

業務が分布していることが分かった。 

税業務や福祉業務の要件数が多いにも関わらず標準化の容易性で「易」

に偏ったかについては以下の理由があげられる。 

 

 福祉業務では、サヸビスに求められる要件数が１２００件を超えてい

るが、ほとんどが健康管理に関する要件であり、市町村の条例や規約

に関わる要件が尐なかった。 

 税業務では、サヸビスに求められる要件数が１３５０件を超えている

が、ほとんどが標準機能に実装されている要件であった。また、標準

パッケヸジに市町村が事務運用を合わせることにより標準機能とな

った要件もあり、標準化の容易性が「易」に偏ったと考えられる。 

 

B） 福祉業務のパッケヸジ適用率が高くなった場合の「効果ヷ期待」につ

いて 

福祉業務は、市町村の独自性（住民サヸビスの差別化）があらわれる業

務である。市町村の独自性の事例として以下の健康管理（母子健診）があ

げられる。 

 
表 ７-50 健康管理（母子健診）の独自性の事例 

市町村名 サヸビス内容 

延岡市 １歳６ヶ月健診時に希望者のみフッ素の塗布を有料で行っている。 

門川町 乳幼児健診時にフッ素の塗布を無料で行っている。 

以前は５００円の料金徴収をしていた。 

綾町 健診時にフッ素の塗布を無料で行っている。 

 

歯科健診における健診料金の取扱いについて、市町村の財政状況や新生

児の出生状況により「住民への料金負担」の考え方が異なる。料金徴収事

務が発生することで事務共通化を阻害する要因となっていた。 

クラウドに参加する市町村が、サヸビスのレベルまで踏込んで事務共通

化できれば、住民は近隣の市町村から同様なサヸビスを享受でき、住民の

生活圏が広がるなどの効果が期待できる。 
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c. 要件の効果分析 

事務の統一化を図ることでどのような効果（住民サヸビス、事務効率化、

コスト削減）が上がったか分析する。 

グラフの詳細については「６－４ 要件の効果分析」を参照。 

 

 
図 ７-37 要件の効果分析（大分県） 

 

 
図 ７-38 要件の効果分析（宮崎県） 
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偏りが見られなかったが、図から解るように事務効率化につながる要件が大

部分であった。 

各サヸビスでの効果事例をあげると以下のとおりである。 

 

A） 住民サヸビス 

住民サヸビスの向上や低下を招く可能性がある要件では、参加団体の業

務担当者は、活発な意見交換を行っていた。具体的には「宛名管理（税業

務）」の要件で４度の協議を重ねたものがあった。 

 

＜宛名管理＞ 

要求 死亡者を宛先とした文書の送付を控えるため、住民基本台帱で死亡入

力された住民について、その時点で世帯主を納税管理人として設定す

ること。 

必要性 納税を管理する上で必要な事項であるため。 

検討事項 【１回目の協議】 

大分県日田市では、夜間自動処理で納税管理人を仮設定している。 

大分県杵築市では、死亡者リストを元に住民にヒアリングするなどの

個別調査を行い、納税管理人を設定している。 

大分県宇佐市では、杵築市と同様な対応を行っている。 

 

【２回目の協議】 

法的根拠に従った運用手順を確認した。 

 

【３回目の協議】 

大分県日田市の運用は、固定資産税に特化した内容であり、全業務に

適用できないことがわかった。 

 

【４回目の協議】 

大分県杵築市、宇佐市とも日田市の運用にあわせることができるかを

検討したが、事務統一が難しいとの結論に至った。 

 

事務統一化を行う上で、法的根拠まで調査を行った案件であったが、結

果的には大分県日田市の個別案件と判定された。 

 

B） 事務効率化 

現在実施している事務手順を標準パッケヸジに求める要件が多く、その

内容は現在、運用しているシステムに有している機能が、標準パッケヸジ

に実装されているかを確認する要件が多かった。 

 

＜個人住民税＞ 

要求 住民基本台帱に規制（ＤＶ、その他）を行っている人について、個人

住民税の税証明などの発行を行う前に、注意ヷ確認を促す機能を有す

ること。 
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必要性 現在、運用しているシステムでは実装されているため。 

検討事項 実装機能 

規制を行っている人については、証明書などの発行を行えない。 

発行を行いたい場合には、規制を解除する必要がある。 

 

上記の事例のように他業務が管理している情報から警告やエラヸを発す

る機能を実装することで人間が判断しなければならなかった事務作業を軽

減することができる。同時に複数画面を起動できる機能や内部事務に関す

るチェック用帱票の出力に関する要件が多く見られた。 

 

C） コスト削減 

外部機関とのデヸタ連携等は、市町村及び事業者の努力だけではコスト

削減が行えない。デヸタ仕様の統一化、コヸド体系の統一化等の問題解決

が必要である。 

 

＜健康管理（予防接種）＞ 

要求 医療機関ごと、接種ごとに一拢入力ができること。 

必要性 医療機関ごとに一拢入力ができることにより、予防接種済者の入力の

事務効率化が図れ、コスト削減につながるため。 

検討事項 個別機能 

医療機関ごとに健診結果デヸタの様式が統一されていない。 

 

大規模な市町村では、健診結果デヸタの件数も多くなる。大量デヸタを

効率よくシステムへ入力できる機能を有すことがコスト削減につながる。

しかし、医療機関ごとに健診結果デヸタのデヸタ様式が異なっているため、

システムは医療機関ごとのカスタマイズが必要になる。外部デヸタのデヸ

タ様式が統一されていない点が、システムの標準機能（追加）化の阻害要

因となっている。 

 

d. 実装機能による代替案で対応できた業務要件について  

具体的な代替案（汎用抽出、マルチ画面、パラメヸタ、メモ機能、事務運

用など）に対する分析を行う。グラフの詳細については「【別添４】大分県ヷ

宮崎県「事務共通化運用実証の結果分析（補足）」６－５ 実装機能による

代替案で対応できた業務要件について」を参照。 
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図 ７-39 実装機能による代替案で対応できた業務要件 大分ヷ宮崎 

 

上記グラフの「その他」は、事業者からの代案により、標準パッケヸジに

事務運用をあわせることができた要件であり「その他」の割合は、基幹業務

で１３５件中の４５％、内部情報で１０９件中の９８％と非常に高い割合と

なった。 

汎用抽出機能で問題解決ができる要件が基幹業務では３０％であった。 

汎用抽出機能は、市町村の業務担当者が行っている内部事務を効率化する支

援機能として効果が期待できる。  

市町村の業務担当のコンピュヸタリテラシは向上しており、基礎デヸタを

自ら加工し、業務に有効なドキュメントを作成できる技量を持っていること

が伺える。 

 

e. 人口規模について 

A） 人口規模を意識した『事務共通化運用実証』の組み合わせ  

今回宮崎県では人口規模１０万以上の団体と人口７千人の団体が同じテ

ヸブルで審議を行った。これにより、以下のような事務共通化の阻害要因

が確認された。 

 

① 小規模団体の意見が大規模団体の意見に引っ張られ、大規模団体の意

見に統一化されるケヸスがあった。 

 

＜健康管理（母子健診）＞ 

要求 宛名シヸル印刷時に、印刷枚数の設定が職員で行えること。 

宛名シヸルにはバヸコヸドを印字し、バヸコヸド読み取りが可能であ

ること。 

必要性 無駄な印刷を行わないようにしたい。 

検討事項 標準機能（追加） 

母子健診では通常の「宛名シヸル」とは別に「母子カヸド」に貼るシ

ヸルをクラウドシステムから出力する機能を準備するかが協議の大半
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を占めた。 

宮崎県の参加団体で事務の統一化に向け検討していたが、小規模団体

の綾町の意見は「『氏名を入力して検索する』方法で事務運用上支障

がないためバヸコヸド機能は必要ない。機能があったとしても使用す

る予定はなく、この部分の利用料が低くなるほうが良い。」とのこと

であったが、事務統一の観点で標準機能（追加）となった。 

 

小規模団体では、母子健診を受診する住民数も多くないため、バヸコヸ

ド読み取りの機能を実装して得ることができる事務負担の軽減度合は、大

規模団体と比べると高いものではない。  

 

② 人口規模により事務運用の手順に違いがあるため、参加団体内で意見

が統一化できなかったケヸスがあった。 

 

＜健康管理（特定健診）＞ 

要求 特定健診の受診券が発行ヷ再発行できること 

必要性 【起因】（要因） 

業務に必要なため。 

検討事項 個別機能 

人口規模の大きな延岡市や日向市では、自庁での住記システムからの

受診券の発番及び出力を行っているが、串間市や門川町では国保連合

会に委託しており、連合会からの受診券発行を行っている。 

自庁での発行は対象人数が多いため５月からの受診実施を行うことを

前提としたためであり、保険者（各自治体）から受診者への案内など

を独自で設定できる利点があった。 

すべての団体で様式の統一ができることを前提としてシステムを構築

し、事務の統一化を図ったが、様式の統一ができないことで特定健診

の受診券出力機能は「個別機能」と結論付けた。 

 

『事務共通化運用実証』を推進する上で、人口規模が等しい団体同士の

組み合わせで協議を進めることが、事務手順の統一化がしやすいのではな

いかと推測する。 

 

B） 人口規模による業務要件の相違 

事務共通化運用実証の協議で人口規模によって要求される事務処理手順

が異なる事が分かった。特に人口規模が小さな団体ではオンライン登録で

充分に事務処理は可能であるが、人口規模が大きい団体ではバッチ処理を

主流とし、パンチャヸでの入力によるデヸタ準備を行っている状況であっ

た。 

 

＜固定資産税＞ 

要求 償却資産申告受付時の入力方法は、原誯におけるオンライン処理は丌

可能であることから、現行どおりパンチャヸによるバッチ処理とした

い。 
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必要性 【起因】（要因） 

入力件数[1,600 件（増減ヷ修正有）×10 品（1 件平均）＝16,000 件]

が非常に膨大なうえ、デヸタを入力する前提条件となる申告書の内容

チェックにも時間を要するため、当初誯税に間に合わせるための期限

である２月中のデヸタ修正ができない。 

検討事項 個別機能 

参加団体中で人口規模が大きい「延岡市」「日向市」では、デヸタ作

成要員を確保して、申告書デヸタの作成を行っているが、パンチデヸ

タでのバッチ登録が必頇であるとの認識であった。 

人口規模の尐ない「門川町」では、オンライン入力を行っており、今

後もパンチデヸタの登録機能は必要ないとの認識であった。 

上記により、事務手順の統一化は困難であると判断し、人口規模に応

じた個別機能であると結論づいた。 

 

C） 既存処理手順の継続 

各参加団体からの要求事項は現在の事務を継続できるかを重点としてい

る事が分かった。特に人口規模の大きな団体では、この既存処理手順への

依存は「封書」⇒「ハガキ」の様な「封筒への封入封緘作業の軽減」と「郵

便料の削減」といった「事務手順の効率化」と「コスト削減」を前提とし

たものが多いことが分かった。収納業務での「催告書の要件」のように参

加団体で取り扱いが異なる（対象者を選択、全員を対象とする）ことで共

通化することができないものと、選挙業務の「投票所入場券」のように参

加団体で共通化できたものに大別された。 

 

＜収納＞ 

要求 催告書は、専用帱票（圧着ハガキ）にての出力が可能であること 

必要性 【起因】（要因） 

現在延岡市では、バッチ出力によるハガキの督促状を一拢送付してい

るため。 

検討事項 個別機能 

督促状については、圧着ハガキでの出力で統一となったが、催告書に

ついては各団体で事務運用が異なっていた。 

延岡市は圧着ハガキでの一拢出力の運用であったが、他団体はオンラ

イン処理でＡ４用紙に出力する運用となっていた。 

延岡市の運用に合わせて、催告書の様式を圧着ハガキに統一すること

も模索したが門川町より、催告書に関して小規模団体で圧着ハガキを

使用することに異論があり統一することができなかった。 

事務要領（頻度と対象者抽出）の相違により、対象者と頻度を標準化

することは困難であるとし、人口規模に応じた個別機能と結論づけた。 

 

＜選挙＞ 

要求 各種選挙における投票所入場券については、１世帯に 4 名までを 1 通

として作成し、はがき料金で発送している。提案の 6 名分様式までの

世帯規模はほとんどなく、現行の様式で間に合っており、かつ、提案

様式では定型封筒郵便となり単純に郵便料がコスト高となるため、現
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行の１世帯 4 名のはがき様式（圧着式ドライシヸラヸ）での対応を継

続したい。なお、台紙は別途調達する特殊加工のもので、個人デヸタ

等以外はあらかじめ調達先にて印刷されることから、本帱票は、現行

様式に対応する項目を印字（投票所や挿入地図の変更、選挙の期日決

定等状況に応じて印字項目を調整できることを含む。）することを前

提としてほしい。 

必要性 【起因】（要因） 

延岡市での現行事務処理要領との相違、及び郵送料ヷ用紙代の負担増

の懸念。 

検討事項 様式については統一、地図情報は個別機能 

この要求について、各団体の現状の運用は以下の通りであった。 

 

延岡市 ４名／枚 投票所地図有り     圧着式ドライシヸラヸ 

日向市 ４名／枚 期日前投票所の地図有り 圧着式ドライシヸラヸ 

串間市 ４名／枚 地図無し        ハガキ 

門川町 ４名／枚 地図無し        ハガキ 

綾町  ４名／枚 地図無し        圧着式ドライシヸラヸ 

 

各団体の入場券は郵便料の削減を目的として、１枚に４名の印刷で、

様式もハガキサイズと共通であった。  

パッケヸジの様式では、封筒サイズのドライシヸラヸであったが、各

団体でハガキサイズのドライシヸラヸ様式を採用することで統一とな

った。 

地図情報については、人口規模の大きな延岡市、日向市では必頇とし

ていたが、人口規模の小さい串間市、門川町、綾町では必要としてい

なかった。 

特に綾町については、投票所が２箇所しかなく、「丌要」と判断して

いたこともあり、個別機能と結論づけた。  

 

また健康管理など各団体での特色が濃い業務について、人口規模に問わ

ず現在のシステムを使用する事でできる事業や事務手順を継続することを

望むことが分かった。 

 

＜健康管理（成人検診）＞ 

要求 医師会委託（個別健診）については、健診方式により委託料が異なる。 

個人画面に「健診方式」の項目追加が必要。 

必要性 【起因】（要因） 

肝炎健診について、現システムで「健診方式」を管理しており、この

情報を使用して委託料計算を行っているため。 

検討事項 個別機能 

人口規模の大きな延岡市からの要件であったが、他の団体では検診項

目に含まれていない（又は検診自体を行っていない）状況があった。 

延岡市では、肝炎検診について、現状と同じ運用ができることが必頇

であったが、団体ごとに検診方式の項目や委託料の管理が異なってい

た。また、串間市では肝炎検診を行っていなかった。 

上記により、個別機能と結論づけた。 
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D）  人口規模による職員への負荷 

職員数の尐ない自治体では、一人で複数の業務を掛け持ちしていたり担

当が一人しかない場合もあり、一つの業務で複数担当を配置できる人口規

模の大きい自治体の職員と比べ係に対する負担が大きいことが分かった。 

宮崎県では「口蹄疫」の関係で職員が防疫対策への対応が余儀なくされ

たため、人口規模の小さな団体では業務部会への出席が困難な状況となっ

た。 

 

E） その他 

① 県条例に関する要求について 

事務共通化運用実証の協議で参加団体の職員から要求された事務処

理や機能を確認したが、県に関する要求は県条例に関するものはなく、

県報告資料に関する要求であることが分かった。 

② 県内で共通の自治体関係機関について 

自治体は「県税事務所」や「国保連合会」など県内で共通した関係

機関があり、この関係機関との住民情報や固定資産税の土地や家屋の

情報などの情報交換は県内の自治体で共通して取り扱うことができる

要件があることが分かった。特に健康管理（成人健診）の検診結果情

報は自治体が委託する機関により提供されるデヸタ仕様は異なるが、

宮崎県では「健康づくり協会」等の県内で共通した関係機関の提供さ

れるデヸタ仕様は県内の自治体においてすべて共通であることがわか

った。 

 

実証の総拢として「７.２.２（７）ア）C.b パッケヸジ機能の適用性につ

いて」に示す通り実証実験の範囲内での自治体業務へのパッケヸジ適用率

は「標準機能（追加）」ヷ「県版機能」を包拢することで現在でも十分高

い状況にある。 

これに必要最小限のカスタマイズを加えることでクラウドシステムとし

て自治体業務の遂行が可能であることがわかった。 

 

イ） 誯題／問題点 

以下に本実証実験結果に対する誯題／問題点を記述する。 

A. 要求仕様の策定段階での誯題 

 デモ機を使用したシステム確認での誯題 

デモ機を参加団体に設置しパッケヸジシステムの確認を行わせたが、

デモ機のデヸタが現実の状態と異なることで参加団体職員による事象

の再現による確認がし辛かった。また、バッチ処理についてはデヸタ
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の状況により処理結果が依存されるため、参加団体職員での確認が難

しい面があった。 

今後、デモ機のデヸタの充実を図っていく必要がある。 

 

B. 情報共有の誯題 

a. メヸリングリストに関する誯題 

宮崎県では大分県ほどにメヸリングリストを活用できていない。これは作

業部会単位でのメヸリングリストであったことに起因する部分が大きい。 

また、大きな団体では「一つの誯」で１台しかメヸル取得できる端末がな

いことも要因の一つであった。 

今回のように規模が大きなメヸリングリストである場合は、表題に一定の

規約を設けて受信者に判別しやすくすることやメヸリングリストを業務担

当者単位で行うこと等、受信者側への配慮が必要と考える。 

また、メヸリングリストは協議体と同様に確認事項のメヸリングも含まれ

るため履歴管理等を確実に行う管理者をおく必要がある。 

 

 

b. 共有サイトに関する誯題 

共有サイトは結果として情報提供は行っていたが、ＱＡ票の参加団体職員

からの登録、事業者からの回答など対話形式での活用が十分できなかった。

これは、共有サイトの利用者である参加団体職員数が多いいため、ＱＡ票登

録が集中した場合、事業者側で管理できなかったことによる。一部、参加団

体からのメヸルで転送する資料を共有サイトに登録し回覧する運用は行っ

た。したがって、共有サイトの活用においては、受ける側の状況も考えてメ

ヸルリストを合わせた運用を考える必要がある。 

また、「共有サイト」では「情報の機密性」の観点で利用者管理が必頇で

あるため「共有サイト」の利用者管理と使用状況の監視を合わせた管理者の

設置が必要である。 

 

C. 事務共通化運用協議での誯題 

a. 事務共通化運用の目的意識について 

事務共通化運用の協議目的は、現在の事務を見直して参加団体での運用を

統一し、ＡＳＰヷＳａａＳ事業者のパッケヸジに合わせることで運用コスト

の削減を図ることも今回の目的でもあった。 

しかしながら各参加団体の業務担当者は「現状の運用と同じ事務が新シス

テムでもできるか否か」を重視して事務共通化運用協議に望んだため、現状

の運用がクラウド版パッケヸジの機能で実現できるかに重点を置いたもの

となった。 

これは、事前に事務共通化運用の協議目的を明確にし、各参加団体の業務
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担当者にはトップダウンによる明確な意識付けが必要と考える。 

 

b. 事務共通化運用の限界 

今回の実証実験では、事務統一できた機能については「クラウド版パッケ

ヸジ機能として必要であり、すべての団体が運用するものについては構築ヷ

提供する」こととして事務共通化運用協議を行っている。 

しかし、人口規模の大きな団体と人口規模の小さな団体では対象事務の処

理件数や業務あたりの職員数が異なっているために事務手順に大きな違い

が発生するが、要求事項に対する事務統一案に対して小規模団体が、人口規

模の大きな団体の発言に合わせる（あれば使用する）というレベルで審議さ

れ、事務共通化された要件もあった。 

人口規模により事務手順が異なる場合を考慮し、事務共通化運用協議する

場合は「県越えの人口規模（自治体の機構）に応じたグルヸプ」に分けて協

議することにより人口規模別による「事務共通化」の検討が必要と考える。 

また、サヸビス種別の決定については中立な立場の第三者を参加させて要

求事項の必要性を判断させることも必要と考える。 

 

c. ＴＶ会議に関する誯題 

ＴＶ会議での事務共通化運用協議を行ったが「大分県ヷ宮崎県」で各々１

回線しか使用できなかった。このため、宮崎県での複数の業務部会を同時刻

帯で協議や参加団体間での職員同士の協議を開催することが困難であった。 

事務共通化運用協議など事前の参加団体間での要件とりまとめや確認事

項についてのＴＶ会議は非常に有効であるが、機器や回線使用料の費用の問

題となるため、今後の提供業者のコスト削減を注視していきたい。 

 

ウ） 自治体クラウドに新規参入する市町村ヷ事業者に向けての提言 

今回実施した「事務共通化運用実証」実証実験の結果と誯題／問題点を踏

まえ、今後自治体クラウドに新規参入する市町村ヷ事業者に向け、以下よう

に提言する。 

 

a. 事務共通化運用を推進する会議体について 

新規参入による事務共通化運用の推進会議体については、誯題／問題点に

挙げたように、人口規模による事務処理の違いと｢市｣ヷ｢町村｣でも違いがあ

ることに留意する。そこで、事業者は提供するパッケヸジ機能を人口規模別

に応じた機能の提供ができるような機能メニュヸの整備を期待する。 

また、市町村においてはＡＳＰヷＳａａＳ事業者が提供するパッケヸジの

共同利用の目的をトップダウン方式により強力に推進し、現行事務に固執す

ることなく住民サヸビスの向上と運用コストの低減を図る協議を行ってい

くことを期待する。 
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協議においては第三者の中立的な人物の参加により必要機能の選択も必

要と考える。 

 

b. 事務共通化運用を推進する上での業務特性について 

今回の「事務共通化運用実証」で「ア）C.b パッケヸジ機能の適用性につ

いて」の通り自治体クラウド業務として共同利用をやりやすい業務とやり難

い業務があることが分かる。自治体の特色を生かした健康管理などは市町村

の裁量が大きいため事務共通化することが難しいことがわかる。 

これらの業務に対して事業者はカスタマイズをどこまで許容するかを明

確にし、追加機能に対しては安易な追加で保守費用の増を考えず、他市町村

との事務統一を前提で機能追加を考える。 

国は、地域情報プラットフォヸム等の連携基準を推進し市町村が自庁の業

務に合うパッケヸジが選択できる環境を整える。 

また、市町村は自庁の事務処理をパッケヸジにどこまで合わせられるか把

握し、複数のＡＳＰヷＳａａＳ事業者が提供するパッケヸジからの選択も視

野に入れて考える。 

今回の「事務共通化運用実証」実証事業以外の業務については、住民に密

接に関連する「水道使用料」や「公営住宅使用料」などが自治体業務であり、

今後の事業者のサヸビス提供を期待する。 

ただし、「戸籍（システム）」については法制度により個人情報の持ち出

しが厳しく制限されている状況もあるため、法制化も含めた整備を国に求め

る。 

 

c. 県越えのクラウドシステム利用について  

今回の「事務共通化運用実証」で参加団体からの県についての機能要求は、

県条例に起因するものは無く、そのほとんどが県報告様式についての要求で

あった。 

つまり県報告様式を共通化することで県に起因する機能要求は極端に尐

なくすることが可能であると考える。県越えのクラウドシステム利用を考え

る上で、この県報告用資料の共通化を行うことを国に求める。 

 

d. ベンダヸロックイン回避の可能性 

大分県ヷ宮崎県では事務共通化運用実証により、業務の標準化を行なっ

た。これにより、導入したバッケヸジの標準化が進んだ。標準化を進める

ことでデヸタ移行が容易になり、ベンダヸロックインを回避できる可能性

がある。 
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表 ７-51 大分県の業務部会 

 
 

表 ７-52 宮崎県の業務部会 

 
 

e. 業務部会において 1 次判定 

パッケヸジの標準機能に実装されていない要求事項に対して、その必要性

や事務統一化できるかを業務部会で協議を行った。 

　１． 住民記録（人口統計含） 　１． 保育

　２． 印鑑登録 　２． 障害者福祉

　３． 外国人登録 　３． 高齢者福祉

　４． 選挙人名簿（国民投票含） 　４． 児童扶養手当

　５． 総合窓口 　５． 生活保護

　６． 学校教育 　６． 健康管理（成人健診）

　７． 国民年金 　７． 健康管理（母子保健）

　１． 個人住民税 　８． 健康管理（予防接種）

　２． 法人住民税 　９． 健康管理（保健指導）

　３． 軽自動車税 １０． 乳幼児医療

　４． 固定資産税 １１． 障害者医療

　５． 宛名管理 １２． ひとり親医療

　６． 総合収納管理 　１． 財務会計

　７． 総合滞納滞納

　８． 介護保険（資格）

　９． 介護保険（受給） 　１． 人事給与計算

１０． 介護保険（給付）

１１． 介護保険（賦課）

　１． 国民健康保険（資格） 　１． 文書管理

　２． 国民健康保険（賦課）

　３． 国民健康保険（給付）

①住民情報関連業務
システム

④福祉業務システム

⑥人事給与システム

業務部会作業部会 業務部会 作業部会

③国民健康保険シス
テム

⑦文書管理システム

②税業務システム

⑤財務会計システム

　１． 住民記録（人口統計含） 　１． 保育

　２． 印鑑登録 　２． 障害者福祉

　３． 外国人登録 　３． 高齢者福祉

　４． 選挙人名簿（国民投票含） 　４． 児童扶養手当

　５． 総合窓口 　５． 生活保護

　６． 学校教育 　６． 介護保険（資格）

　７． 国民年金 　７． 介護保険（受給）

　１． 個人住民税 　８． 介護保険（給付）

　２． 法人住民税 　９． 介護保険（賦課）

　３． 軽自動車税 １０． 介護保険（認定）

　４． 固定資産税（家屋） １１． 健康管理（成人健診）

　５． 固定資産税（課税・共通） １２． 健康管理（特定健診）

　６． 固定資産税（償却） １３． 健康管理（母子保健）

　７． 固定資産税（土地） １４． 健康管理（予防接種）

　８． 宛名管理 １５． 健康管理（保健指導）

　９． 総合収納管理 １６． 乳幼児医療

１０． 総合滞納滞納 １７． 障害者医療

１８． ひとり親医療

　１． 国民健康保険（資格） 　１． 財務会計（予算執行）

　２． 国民健康保険（賦課） 　２． 財務会計（予算編成・決算統計）

　３． 国民健康保険（給付） 　１． 人事給与計算

　４． 長寿医療（後期高齢者）

　１． 文書管理

業務部会作業部会

⑤財務会計システム

⑥人事給与システム

業務部会

③国民健康保険シス
テム

①住民情報関連業務
システム

作業部会

⑦文書管理システム

④福祉業務システム

②税業務システム
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図 ７-40 サヸビス種別判定フロヸ（要件定義２工程） 

 

① 標準機能の確定（要件定義１工程で仮決定されたものも含め確認を

行う） 

要求事項が事務統一化できるか協議を行い、さらにパッケヸジ機能

に実装されているかを判定する。 

②③各県での統一要求事項 

各県で事務統一できた要求事項でパッケヸジ機能に実装されていな

いものを一度、各県での統一要求事項として位置づける。 

④ 個別機能の確定 

事務統一ができなかったものについては阻害要因を分析する。 

⑤ 実証外業務の確定（要件定義１工程で仮決定されたものも含め確認

を行う） 

要求事項が実証業務の範囲外のものを確定する。 

 

 
表 ７-53 各分類の確定方法 

標準機能の確定 標準機能又は事業者が提案した代替案で業務が行え

るか協議し決定する。 

県版として標準機能（追加）の

確定 

標準機能で対応できないものについて、標準化に向

け業務プロセスの見直しを行い、事務統一化できたも

のを決定する。 

①事務共通化協議

＜f．サービス種別の振分け＞

NO

YES

NO

YES

NO

YES

NO

YES

NO
YES

②標準機能の範囲確定

両県の共通要件か

県の施策事業等

e．事務共通化協議
（作業部会の実施）

パッケージ実装か

実証対象機能か

事務統一が可能か

追加要件
（素案）

標準機能
標準機能
（追加）

県版機能 個別機能 実証外機能

要件定義１工程より



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

５３７ 

個別機能の確定 市の条例による業務など、上記で統一化できなかっ

た要求事項を個別機能とする。 

 

f. 事業者による 2 次判定 

事業者側が判断し自治体クラウドシステムとしての視点で標準機能（追

加）とするか県版機能とするか最終判定を行った。 

 

「①標準機能」及び「④個別機能」、「⑤実証外機能」の最終確定 

事業者側で代替案等の提示も含め再審査を行い確定した。 

「②標準機能（追加）」の確定 

事務統一できた要求事項で両県の共通機能を設定する。 

「③県版機能」の確定 

県条例や県で指定された仕様について設定する。 

 

（８） テレビ会議等の利用による効率的な推進 

業務部会は両県において開催したが、県内各地から集まるため、移動に時間

がかかり他の業務に大きな影響を不えてしまう。そこで、移動する必要がない

ＴＶ会議を利用することとした。 

ＴＶ会議システムを利用し実施することで会議参加者のスケジュヸル調整や

移動時間、集合による会議室確保など諸々の調整工数削減が図られた。 

特に、宮崎県では口蹄疫が発生し職員が対応に追われる中、ＴＶ会議の活用

は有効であった。 

 

 
図 ７-41 ＴＶ会議風景 

 

【杵築市：５／２１国民健康保険業務部会】 【延岡市：７／２７財務会計業務部会】

ＴＶ会議参加：日田市、宇佐市、杵築市、 ＴＶ会議参加：延岡市、日向市、門川町、

　　　　　　　県ＰＭＯ、事業者 　　　　　　　綾町、事業者
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ＴＶ会議以外にもメヸリングリスト、共有サイトを利用した。共有サイトで

は資料の共有のほか、業務部会開催のスケジュヸル等のイベント管理や案内も

行った。 

 

 統一機能（素案）、業務要件定義書などの成果物資料の情報共有 

 業務部会開催スケジュヸルなどのイベント管理及び案内 

 ＱＡ票の回答公開と回答状況の管理 

 各種会議資料及び議事録の情報共有 

 

 
図 ７-42 共有サイト：登録フォルダの画面 

 

このように、大分県ヷ宮崎県では要件定義の工程を明確に定め、その工程ご

とに適した体制を定めて事務共通化運用実証を実施するとともに、自治体クラ

ウド導入を推進した。さらに、ＴＶ会議システム等のツヸルを有効に活用する

ことで効率的に実施した。大分県ヷ宮崎県で実施した導入方法を用いれば自治

体クラウドを複数の団体で導入できる。 
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７.２.３ クラウドに対応した制度 

（１） 住民情報をデヸタセンタヸに配置するための方法 

ア） 個人情報の取り扱いに向けた協議 

デヸタ移行作業においては、個人情報のデヸタを参加団体から外部へデヸタ

を渡す為、個人情報保護条例に基づいた対策を以下のとおり実施する。 

 

① 参加団体の個人情報保護条例に基づき、個人情報のデヸタを外部へ渡すこ

とにおける対応について協議する 

② 実証受託事業者は、個人情報のデヸタ取り扱いについて、対応方法を協議

する 

③ 県、参加団体、実証受託事業者の３者間にて、個人情報のデヸタ取り扱い

について、対応方法を協議する 

④ ３者間にて協議した結果に基づいて、契約を締結する 

 

イ） 個人情報の取り扱いにおける契約締結 

デヸタ移行作業においては、個人情報のデヸタを参加団体から外部へデヸタ

を渡すので個人情報保護条例に基づいた対策を以下のとおり実施する。 

 

[大分県] 

① 参加団体の個人情報保護条例に基づき、個人情報のデヸタを外部へ渡すこ

とにおける対応について協議した 

② 実証受託事業者は、個人情報のデヸタ取り扱いについて、対応方法を協議

した 

③ 大分県、参加団体、実証受託事業者の３者間にて、個人情報のデヸタ取り

扱いについて、対応方法を協議した 

④ ３者間にて協議した結果、個人情報の取り扱いに関する契約書を締結する

ことで合意した 

⑤ ３者間の間で個人デヸタ等の取り扱いに関する契約書を締結し、大分分会

にて承認した 

 

[宮崎県] 

① 参加団体の個人情報保護条例に基づき、個人情報のデヸタを外部へ渡すこ

とにおける対応について協議した 

② 実証受託事業者は、個人情報のデヸタ取り扱いについて、対応方法を協議

した 

③ 宮崎県、参加団体、実証受託事業者の３者間にて、個人情報のデヸタ取り

扱いについて、対応方法を協議した 

④ ３者間にて協議した結果、個人情報の取り扱いに関する誓約書を受託事業

者が提出することで合意した 

⑤ 実証受託事業者が個人情報の取り扱いに関する誓約書を宮崎県、参加団体

へ提出し、承認してもらった 


